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消費者に販売されるすべての
飲食料品に品質表示が
義務付けられています。

食品の多様化、消費者の食品の品質及び安全性や健康に対する関心の高まり等に対応して、食品の表示制度を充実強化す
る観点から、平成11年にJAS法が改正され、一般消費者向けに販売される全ての飲食料品のうち、生鮮食品については平成
12年7月から原産地等の表示が、加工食品については平成13年4月から原材料名等の表示が義務付けられています。
その具体的な表示事項、表示方法等は加工食品品質表示基準、生鮮食品品質表示基準、遺伝子組換えに関する表示の基準、

玄米及び精米品質表示基準、水産物品質表示基準等、飲食料品の種類に応じて定められています。

農産物の
表示概要

●表示事項…
「名称」「原産地」

●表示事項…
「名称」「原産地」
「解凍」「養殖」

●表示事項…
「名称」「原産地」

●表示事項…
「名称」「原料玄米」「内容量」「精米年月日」
「販売業者等の氏名または名称、住所及び電話番号」

●表示事項…
「名称」「原材料名」「原料原産地名」「内容量」
「賞味期限」「保存方法」
「製造業者等の氏名または名称及び住所」

品質表示基準を守らないときには…
●ＪＡＳ法第19条の14の規定に基づき、農林水産大臣、農林水産省地方農政局長または都道府県知
事は、当該販売者等に対して、表示事項を表示し、または遵守事項を遵守すべき旨を指示（原則と
して指示した場合に公表）することとなります。
●その指示に従わない場合は、農林水産大臣が指示に従うべきことを命令することとなります。
その命令に違反した場合、
個人については、100万円以下の罰金または1年以下の懲役

法人については、1億円以下の罰金に処せられることとなります。

水産物の
表示概要

畜産物の
表示概要

玄米及び
精米の
表示概要

加工食品の
表示概要

生
鮮
食
品
の
表
示
概
要



農産物及びその加工食品については有機JASマークが付けられたものだけが
「有機」や「オーガニック」などと表示できます。

有機農産物とは
○種播きまたは植え付け前2年以上、禁止されている農薬や化学肥料を使用しない田畑で生産。
○遺伝子組換え技術を使用しない。

有機畜産物とは
○飼料は主に有機農産物を与える。
○野外への放牧などストレスを与えずに飼育する。
○抗生物質等を病気の予防目的で使用しない。
○遺伝子組換え技術を使用しない。

有機加工食品とは
○原材料は、水と食塩を除いて95％以上が有機農産物・有機畜産物・有機加工食品を使用。
○加工には、主として物理的・生物的方法を用い、化学的に合成された食品添加物や薬剤の使
用は避ける。

○薬剤により汚染されないよう管理された工場で製造。
○遺伝子組換え技術を使用しない。

有機JASマークは、登録認定機関から認定を受
けた事業者により、有機JAS規格に基づいて生
産・製造された有機食品に付けられます。

大豆・とうもろこしなどの遺伝子組換え農産物とその加工食品については、JAS法及び
食品衛生法に基づく表示が必要です。
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遺伝子組換え
食品の
表示概要

有機食品の
表示概要

「遺伝子組換えでないものを分別」
等と表示するためには分別生産流
通管理が必要です。

任意表示 

義務表示 

任意表示 

表示制度 義務表示の対象となる食品 

　 従来のものと組成、栄養価等が同等のもの 
　（除草剤の影響を受けないようにした大豆、害虫に強いとうもろこしなど） 
①　農産物及びこれを原材料とする加工食品であって、加工後も組み 
　換えられたＤＮＡまたはこれによって生じたタンパク質が検出可能 
　とされているもの（右の表に掲げる7作物及び32食品群） 

分別生産流通管理が行わ 
れた遺伝子組換え農産物 
を原材料とする場合 

「大豆（遺伝子組換え 
　のものを分別）等」 

「大豆（遺伝子組換え 
　不分別）等」 

「大豆（遺伝子組換え 
　でないものを分別）等」 

遺伝子組換え農産物と非遺伝子 
組換え農産物が分別されていな 
い農産物を原材料とする場合 

分別生産流通管理が行わ 
れた非遺伝子組換え農産 
物を原材料とする場合 

②　組み換えられたＤＮＡ及びこれらによって生じたタンパク質が、加 
　工後に最新の検出技術によっても検出できない加工食品（大豆油、 
　醤油、コーン油、異性化液糖等） 

ア 

イ 

ウ 
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2　 従来のものと組成、栄養価等が著しく異なるもの（高オレイン酸大豆） 

（注）分別生産流通管理とは、遺伝子組換え農産物または非遺伝子組換え農産物を農場 
　　から食品製造業者まで生産、流通及び加工の各段階で相互に混入が起こらないよう 
　　に管理し、そのことが書類により証明されていることをいいます。 

「大豆（高オレイン酸遺伝子組換え）」等の義務表示 

「大豆（遺伝子組換え不分別）」 
「大豆（遺伝子組換えでないものを分別）」 

●大豆、とうもろこし等の農産物及びその加工食品のうち下表に掲げるもの（7作
物及び32食品群）については、「遺伝子組換えのものを分別」、「遺伝子組換え不
分別」等の表示が義務付けられています。
●高オレイン酸遺伝子組換え大豆を使用した加工食品（大豆油等）については、
「高オレイン酸遺伝子組換え」、「高オレイン酸遺伝子組換えのものを混合」等の
表示が義務付けられています。
●分別生産流通管理された非遺伝子組換え農産物及びその加工品については、表示
する義務はありませんが、任意で「遺伝子組換えでないものを分別」、「遺伝子組
換えでない」等の表示ができます。
●大豆ととうもろこしについては、分別生産流通管理を行っても意図せざる遺伝子
組換え農産物の一定の混入の可能性は避けられないことから、分別生産流通管理
が適切に行われている場合には、5%以下の一定率の意図せざる混入があっても
分別生産流通管理が行われた農産物と認められます。

【農産物　7作物】 大豆（枝豆、大豆もやしを含む。）、とうもろこし、ば
れいしょ、なたね、綿実、アルファルファ、てん菜

【加工食品　32食品群】 対象農産物
1 豆腐・油揚げ類 …………………………………………………大豆
2 凍豆腐、おから及びゆば ………………………………………大豆
3 納豆 ………………………………………………………………大豆
4 豆乳類 ……………………………………………………………大豆
5 みそ ………………………………………………………………大豆
6 大豆煮豆 …………………………………………………………大豆
7 大豆缶詰及び大豆瓶詰 …………………………………………大豆
8 きな粉 ……………………………………………………………大豆
9 大豆いり豆 ………………………………………………………大豆
10 1から9を主な原材料とするもの………………………………大豆
11 大豆（調理用）を主な原材料とするもの　 …………………大豆
12 大豆粉を主な原材料とするもの ………………………………大豆
13 大豆たん白を主な原材料とするもの …………………………大豆
14 枝豆を主な原材料とするもの …………………………………枝豆
15 大豆もやしを主な原材料とするもの …………………大豆もやし
16 コーンスナック菓子 …………………………………とうもろこし
17 コーンスターチ ………………………………………とうもろこし
18 ポップコーン …………………………………………とうもろこし
19 冷凍とうもろこし ……………………………………とうもろこし
20 とうもろこし缶詰及びとうもろこし瓶詰 …………とうもろこし
21 コーンフラワーを主な原材料とするもの …………とうもろこし
22 コーングリッツを主な原材料とするもの（コーンフレークを除く。）…とうもろこし
23 とうもろこし（調理用）を主な原材料とするもの…とうもろこし
24 16から20を主な原材料とするもの ………………とうもろこし
25 冷凍ばれいしょ …………………………………………ばれいしょ
26 乾燥ばれいしょ …………………………………………ばれいしょ
27 ばれいしょでん粉 ………………………………………ばれいしょ
28 ポテトスナック菓子 ……………………………………ばれいしょ
29 25から28を主な原材料とするもの …………………ばれいしょ
30 ばれいしょ（調理用）を主な原材料とするもの ……ばれいしょ
31 アルファルファを主な原材料とするもの ………アルファルファ
32 てん菜（調理用）を主な原材料とするもの ………………てん菜

●加工食品については、その主な原材料（全原材料に占める重量の割
合が上位3位までのもので、かつ原材料に占める重量の割合が5％
以上のもの）について表示が義務付けられています。

登録認定機関名 

有機JASマーク 



品質表示の方法と具体例

●米穀（収穫後調整、選別、水洗い等を行ったもの、単に切断したもの及び

精麦または雑穀を混合したものを含む。） 玄米、精米※1

●雑穀（収穫後調整、選別、水洗い等を行ったもの及び単に切断したものを含む。）

とうもろこし、あわ、ひえ、そば、きび、もろこし、はとむぎ、その他の雑穀

●豆類（収穫後調整、選別、水洗い等を行ったもの及び単に切断したものを含み、

未成熟のものを除く。） 大豆、小豆、いんげん、えんどう、ささげ、そら豆、緑豆、落花

生、その他の豆類

※1「容器に入れ、または包装されたもの」については、「玄米及び精米」（8ページ）をご

覧ください。

◆名称
その内容を表す一般的な名称を記載してください。
◆原産地
国産品にあっては都道府県名を記載してください。（市町村名その他一般に知られてい

る地名を原産地として記載することができます。）
輸入品にあっては原産国名を記載してください。（一般に知られている地名を原産地と

して記載することができます。）
複数の原産地で同じ種類の農産物を混合している場合は、全体重量に占める割合が多い

ものから順に記載してください。また、原産地が異なる数種類の農産物の詰め合わせは、
それぞれの農産物の名称に原産地を併記してください。

小売業者は
小売業者は、容器もしくは包装の見やすい箇所、または商品に近接した掲示そのほか見

やすい場所に表示をしてください。
流通業者は（卸、仲卸、輸入業者等）
流通業者は、容器もしくは包装の見やすい箇所、送り状、納品書等に表示をし、次の流

通段階の方に確実に情報を伝えてください。

生産者から最終消費者へ直接販売する小売業者までの流通過程の全ての方。
海外から農産物を輸入する輸入業者も表示義務があります。
ただし、生産者が農産物を生産したその場で消費者に直接販売する場合または農産物を

設備を設けて飲食させる場合は表示義務はありません。

このような場合は、加工食品になります。9ページをご参
照ください。
●加熱処理等を行った場合…
タケノコ水煮、ふき水煮、水煮のわらび・ゼンマイ等

●日干し等の乾燥を行った場合…
乾しいたけ、干し柿等

どこに表示
すればいい
のですか？

表示を行う
のは
誰ですか？

農産物
（きのこ類、山菜類及びたけのこ

を含む。）

農
産
物
と
は

生産者 
卸売業者 
仲卸業者 
輸入業者 

小売業者 消費者 
（農業を行う者） 

必要な表示
事項は名称
と原産地の
2点です
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◆容器に入れ、または包装して販売する場合は
特定商品の販売に係る計量に関する政令（平成5年政令第249号）第5条（30ページ参照）に規定する特定商品で

あって容器に入れ、または包装されたものについては、販売業者がその容器または包装に表示すべき事項は、前項各
号に揚げるもののほか、内容量、販売業者の氏名または名称及び住所とします。

容器または包装に印刷して表示するときの文字の大きさ
▼
容器または包装に印刷する表示に用いる文字は日本工業規格Ｚ8305

（1962）に規定する8ポイントの活字以上の大きさの統一のとれた活字を使用
してください。

◆生しいたけを販売する場合は、名称及び原産地に加え栽培方法を表示する必要があります。
①原木栽培されたものには、「原木」と記載してください。
「原木栽培」とは、クヌギ、コナラ等の原木に種菌を植え付ける栽培方法をいいます。
②菌床栽培されたものには、「菌床」と記載してください。
「菌床栽培」とは、おが屑にふすま、ぬか類、水等を混合してブロック状、円筒状等に固めた培地に
種菌を植え付ける栽培方法をいいます。
③①及び②を混合した場合は、含まれる重量の多い順に「原木・菌床」または「菌床・原木」
と記載してください。

栽培方法を誤認させるようなまぎらわしい表示（例．菌床栽培されたものに原木栽培
されたかのような表示など）を行うことは禁止されています。

●野菜（収穫後調整、選別、水洗い等を行ったもの、単に切断したもの及び単に冷凍したものを含む。）

根菜類、葉茎菜類、果菜類、香辛野菜及びつまもの類、きのこ類※2、山菜類、果実的野菜、その他

の野菜

●果実（収穫後調整、選別、水洗い等を行ったもの、単に切断したもの及び単に冷凍したものを含む。）

かんきつ類、仁果類、核果類、しょう果類、殻果類、熱帯性及び亜熱帯性果実、その他の果実

※2しいたけの表示については、「しいたけ品質表示基準」（25ページ）をご覧く

ださい。

アメリカ 
カリフォルニア 
タイ 
中国 
福建省 

信州 
桜島 
甲州 

北海道 
東京都 
鹿児島県 
伊豆・下田 
下仁田 
世田谷 
銚子 
石垣島 

産地表示例 

輸入品 国産品 

たまね
ぎ 

荷姿 

数量 
階級 

荷　　
印 

○○○
 

○○○
 

○○○
JA

○○県
 出

荷
先 

品
　
名 

出
荷
日 

農
協 

生
産
地 
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●魚類 淡水産魚類、さく河性さけ・ます類、にしん・いわし類、かつ

お・まぐろ・さば類、あじ・ぶり・しいら類、たら類、かれい・ひら

め類、すずき・たい・にべ類、その他の魚類

●貝類 しじみ・たにし類、かき類、いたやがい類、あかがい・もがい

類、はまぐり・あさり類、ばかがい類、あわび類、さざえ類、その他

の貝類

◆名称
内容を表す一般的な名称を記載してください。
◆原産地
①国産品にあっては生産した水域の名称（以下「水域名」という。）または地域名（主た
る養殖場が属する都道府県名をいう。）を記載してください。
ただし水域名の記載が困難な場合にあっては、水揚げした港名または水揚げした港が属
する都道府県名をもって水域名の記載に代えることができます。
輸入品にあっては原産国名を記載してください。

②①の規定にかかわらず、国産品にあっては水域名に水揚げした港名または水揚げした港
が属する都道府県名を、輸入品にあっては原産国名に水域名を併記することができます。

小売業者は
小売業者は、容器もしくは包装の見やすい箇所、または商品に近接した掲示そのほか見

やすい場所に表示をしてください。
流通業者は（卸、仲卸、輸入業者等）
流通業者は、容器もしくは包装の見やすい箇所、送り状、納品書等に表示をし、次の流

通段階の方に確実に情報を伝えてください。

容器または包装に印刷する表示に用いる文字は日本工業規格Z8305（1962）に規定
する8ポイントの活字以上の大きさの統一のとれた活字を使用してください。

ただし、冷凍された水産物
を解凍して販売する場合、
または養殖された水産物を
販売する場合にはその旨の
表示が必要です。

生産者から最終消費者へ直接販売する小売業者までの流通過程の全ての方。
海外から水産物を輸入する輸入業者も表示義務があります。
ただし、生産者（直接、魚等を漁獲されている方）が水揚げを行った場で消費者に直接

販売する場合または設備を設けて飲食させる場合は表示義務はありません。

このような場合は、加工食品になります。9ページをご参照ください。
●加熱処理等を行った場合…
むき身あさり（加熱）、ゆで海老、蒸したこ、うなぎ蒲焼き等
●塩蔵等を行った場合…
いくら、たらこ、塩蔵わかめ（塩抜き含む）等
●水分調整等の目的で日干し等の乾燥を行った場合…
ひもの
●酢等で加工した場合…
しめさば（酢等に漬けた生鮮魚介類）

水産物
（ラウンド、セミドレス、ドレス、
フィレー、切り身、刺身（盛り
合わせたものを除く。）、むき身、
単に冷凍及び解凍したもの並び
に生きたものを含む。）

水
産
物
と
は
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品質表示の方法と具体例

必要な表示
事項は名称
と原産地の
2点です

どこに表示
すればいい
のですか？

表示を行う
のは
誰ですか？



◆解凍、養殖されたものを販売する場合は、表示が必要です
・解凍（解凍して販売する場合は表示義務があります。）
冷凍したものを解凍して販売する場合は「解凍」と記載してください。
・養殖（養殖されたものを販売する場合は表示義務があります。）
養殖されたものを販売する場合は「養殖」と記載してください。

◆容器に入れ、または包装して販売する場合は
特定商品の販売に係る計量に関する政令（平成5年政令第249号）第5条（30ページ参照）に規定する特定商品

であって容器に入れ、または包装されたものについては、販売業者がその容器または包装に表示すべき事項は、名称、
原産地のほか、内容量、販売業者の氏名または名称及び住所とします。

●水産動物類 いか類、たこ類、えび類、いせえび・うちわえ

び・ざりがに類、かに類、その他の甲かく類、うに・なまこ類、

かめ類、その他の水産動物類

●海産ほ乳動物類 鯨、いるか、その他の海産ほ乳動物類

●海藻類 こんぶ類、わかめ類、のり類、あおさ類、寒天原草類、

その他の海藻類

・キングサーモン　カナダ 
・タコ　モロッコ（大西洋）※ 

・タラバガニ　ロシア（オホーツク海）※ 

・ぎんざけ　アメリカ 
・からすがれい　アメリカ 
・ブラックタイガー　タイ 
・はまぐり　中国 
・タイセイヨウサバ　ノルウェー 

・まだい　香川県沖 
・まだら　えりも沖 
・ぶり　天草灘（熊本県）※ 

・わかさぎ　霞ヶ浦 
・きんめだい　下田沖 
・シロサケ　網走沖 
・さんま　三陸沖（大船渡港）※ 
・あゆ　四万十川 
・かき　気仙沼湾 
・ニシン　石狩湾 
・しじみ　宍道湖 
・かつお　高知沖 
・まこがれい　若狭湾 
・まあじ　和歌山沖 
・まだこ　明石沖 
・するめいか　日本海（新潟県）※ 

産地表示例 具体的な表示例 

輸入品 国産品 

ぶ
り 

養
殖
　
鹿
児
島
県
産 

○○○円 
◆水域名と港名または県名、国名と水域名を併記する場合は 
　※のように記載してください。 

生産者 卸売業者 
仲卸業者 
輸入業者 

小売業者 消費者 （漁業を行う者、 
　　養殖業者） 

6



●肉類（単に切断、薄切り等したもの並びに単に冷蔵及び冷凍したものを含む。）
牛肉、豚肉及びいのしし肉、馬肉、めん羊肉、やぎ肉、うさ

ぎ肉、家きん肉、その他の肉類

●食用鳥卵（殻付きのものに限る。）
鶏卵、アヒルの卵、うずらの卵、その他の食用鳥卵

◆名称
その内容を表す一般的な名称を記載してください。

◆原産地
国産品にあっては国産である旨を、輸入品にあっては原産国名を記載してください。た

だし、国産品にあっては主たる飼養地が属する都道府県名、市町村名その他一般に知られ
ている地名を原産地として記載することができます。この場合においては、国産である旨
の記載を省略することができます。
◆容器に入れ、または包装して販売する場合は
特定商品の販売に係る計量に関する政令（平成5年政令第249号）第5条（30ページ

参照）に規定する特定商品であって容器に入れ、または包装されたものについては、販売
業者がその容器または包装に表示すべき事項は、名称、原産地のほか、内容量、販売業者
の氏名または名称及び住所とします。

小売業者は
小売業者は、容器もしくは包装の見やすい箇所、または商品に近接した掲示そのほか見

やすい場所に表示をしてください。
流通業者は（卸、仲卸、輸入業者等）
流通業者は、容器もしくは包装の見やすい箇所、送り状、納品書等に表示をし、次の流

通段階の方に確実に情報を伝えてください。

具体的な表示例

生産者から最終消費者へ直接販売する小売業者までの流通過程の全ての方。
海外から食肉（冷蔵、冷凍）を輸入する輸入業者も表示義務があります。
ただし、生産者（直接、牛、豚等を
生産し出荷されている方）が生産した
その場で消費者に直接販売する場合ま
たは設備を設けて飲食させる場合は表
示義務はありません。

このような場合は、加工食品にな

ります。9ページをご参照くださ

い。

焼肉（調味液に漬けた肉類）

豚カツ等（パン粉を付けた場合）

牛肉のたたき、ローストビーフ等

ソーセージ、ハム等

畜産物

畜
産
物
と
は

品質表示の方法と具体例

どこに表示
すればいい
のですか？

表示を行う
のは
誰ですか？

必要な表示
事項は名称
と原産地の
2点です
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①原料の使用割合が50％以上で、かつ、その産地・品種または
産年を表示する場合には、「ブレンド」等の文字をこれらのう
ち最も大きな文字と同程度以上の大きさで表示してください。

②また、原料の使用割合が50％未満の場合は、その「使用割合」
を産地・品種または産年の文字のうち最も大きな文字と同程度
以上の大きさで表示してください。

お米を販売する全ての販売業者（販売者に代わって表示を
行う精米工場や消費者に直接米を販売する生産者も含みま
す。）に表示義務があります。

販売業者（精米工場）は、容器または包装の見やすい箇所に一括して表示をしてください。
また、表示に用いる文字は日本工業規格Z8305（1962）に規定する12ポイント（内

容量が3kg以下のものは8ポイント）の活字以上の大きさの統一
のとれた活字を使用してください。

◆名称
「玄米」、「もち精米」、「胚芽精米」、「うるち精米」（うるちを省略しても可）の中からその内容を表す名

称を記載してください。
◆原料玄米（注）
原料玄米の表示を、次に定めるところにより記載してください。
ア 産地、品種及び産年が証明（国産品は農産物検査法、輸入品は輸出国の公的機関等による証明）さ
れた、単一原料使用のもの
産地、品種、産年及び使用割合を記載してください。
産地は、国産品は都道府県名、市町村名その他一般に知られている地名を、輸入品は原産国名また

は原産国名及び一般に知られている地名を記載してください。使用割合は「100％」と記載してくだ
さい。
イ　ア以外の原料玄米を用いる場合

「複数原料米」等原料玄米の産地、品種もしくは産年が同一でないか、または産地、品種もしくは
産年の全部もしくは一部が証明を受けていない旨を記載し、その産地及び使用割合を併記してください。
産地・使用割合は、国産品にあっては「国内産　△△％」と、輸入品にあっては原産国ごとに「○○
（国名）産　△△％」と、国産品及び原産国ごとの使用割合の多い順に記載してください。
●このうち、原料玄米に産地、品種または産年について証明を受けたもの（証明米）が含まれて
いる場合…当該証明米について、上記の「国内産　△△％」または「○○（国名）産　△△％」
の次に括弧を付して、アに示す産地、品種及び産年の3つの表示項目の全部または一部をそれ
ぞれに対応する使用割合と併せて記載することができます。
●このうち、原料玄米に産地、品種及び産年の全部について証明を受けていない原料玄米（未検
査米）が含まれている場合…上記の「国内産　△△％」または「○○（国名）産　△△％」の
表示の次に括弧を付して「未検査米　△△％」と記載することができます。

◆内容量
内容重量をグラムまたはキログラムで単位を明記して記載してください。
◆精米年月日（注）
玄米は原料玄米を調製した年月日を、精米は原料玄米を精白した年月日を、輸入品で調製・精米年月日

が不明なものはこれらの代わりに輸入年月日を記載してください。調製年月日、精米年月日もしくは輸入
年月日の異なるものを混合したものについては最も古い調製年月日、精米年月日または輸入年月日を記載
してください。
◆販売者
販売者の氏名または名称、住所及び電話番号を記載してください。表示を行う者が精米工場である場合

は「販売者」に代えて「精米工場」と記載してください。

●玄米 もみから、もみ殻を取り除いて調製したもの

●精米 玄米のぬか層の全部または一部を取り除いて精白したもの

●もち精米 精米のうち、でん粉にアミロース成分を含まない精米

●うるち精米 もち精米以外の精米

●原料玄米 製品の原料として使用される玄米

玄米及び精米
（容器に入れ、または包
装されたものに限る。そ
れ以外は「農産物」の項
参照。）

玄
米
及
び
精
米
と
は

（注）産年及び精米年月日をこ
の様式に従い表示するこ
とが困難な場合には、様
式のそれぞれの欄に記載
箇所を表示すれば、他の
箇所に記載することがで
きます。

どこに表示
すればいい
のですか？

表示を行う
のは
誰ですか？

必要な表示
事項は以下
の5点です

ブレンド米の
表示はどのよ
うにするので
すか？

名　　　称 
産　地 品　種 産　年 使用割合 

原 料 玄 米 

内　容　量 
精米年月日 
販　売　者 

一括して表示 
してください 
一括して表示 
してください 

□
□
県
産
 

コ
シ
ヒ
カ
リ
 

○
○
県
産
 

△
△
ひ
か
り
 

　
　
ブ
レ
ン
ド
 30％ 

① ② 
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9

品質表示の方法と具体例

① 麦類 精麦

② 粉類 米粉、小麦粉、雑穀粉、豆粉、いも粉、調製穀粉、その他の粉類

③ でん粉 小麦でん粉、とうもろこしでん粉、甘しょでん粉、馬鈴しょでん粉、タピオカでん

粉、サゴでん粉、その他のでん粉

④ 野菜加工品 野菜缶・瓶詰、トマト加工品、きのこ類加工品、塩蔵野菜（漬物を除く。）、野

菜漬物、野菜冷凍食品、乾燥野菜、野菜つくだ煮、その他の野菜加工品

⑤ 果実加工品 果実缶・瓶詰、ジャム・マーマレード及び果実バター、果実漬物、乾燥果実、

果実冷凍食品、その他の果実加工品

⑥ 茶、コーヒー及びココアの調製品 茶、コーヒー製品、ココア製品

⑦ 香辛料 ブラックペッパー、ホワイトペッパー、レッドペッパー、シ

ナモン（桂皮）、クローブ（丁子）、ナツメグ（肉ずく）、サフラン、ロ

ーレル（月桂葉）、パプリカ、オールスパイス（百味こしょう）、さん

しょう、カレー粉、からし粉、わさび粉、しょうが、その他の香辛料

⑧ めん・パン類 めん類、パン類

⑨ 穀類加工品 アルファー化穀類、米加工品、オートミール、

パン粉、ふ、麦茶、その他の穀類加工品

⑩菓子類 ビスケット類、焼き菓子、米菓、油菓子、和生菓子、

洋生菓子、半生菓子、和干菓子、キャンデー類、チョコレー

ト類、チューインガム、砂糖漬菓子、スナック菓子、冷菓、その他の菓子類

◆名称
表示をしようとする加工食品の内容を表す一般的な名称を記載してください。「名称」に代え

て「品名」、「種類別」または「種類別名称」と記載することができます。

◆原材料名
・食品添加物以外の原材料名…

原材料に占める重量の割合の多いものから順に記載してください。

使用する原材料が2種類以上の原材料からなるもの（複合原材料）は、その複合原材料名の後

ろに括弧を付け、複合原材料の原材料に占める割合の多い原材料から順に記載します。なお、

複合原材料については以下のとおり省略することができます。

①当該複合原材料の原材料が3種類以上ある場合にあっては、当該複合原材料の原材料に占め

る重量の割合の高い順が3位以下であって、かつ、当該割合が5％未満である原材料につい

て、「その他」と記載することができます。

②複合原材料の製品の原材料に占める重量の割合が5％未満である場合又は複合原材料の

名称からその原材料が明らかである場合には、当該複合原材料の原材料名の記載を省略

できます。

複合原材料とは…その製品の原材料のうち「2種類以上の原材料からなる原材料」をいいます。

具体的には、お弁当等の具として使われるハンバーグ、しょうゆやマヨネーズ等を指します。

なお、右の表の「区分」欄に掲げる区分に該当するものにあっては、同表の「名称」欄に掲

げる名称をもって記載することができます。

※特定の産地のものであるなど特色のある原材料を使用した旨を、商品の表面などに強調

して表示する場合には、消費者に誤認を与えないような表示とする必要があります。

（具体的な表示方法等については、P21のQ＆Aをご参照ください。）

・食品添加物…

原材料に占める重量の割合の多いものから順に食品衛生法施行規則（昭和23年厚生省第23

号）第21条第1項第1号ホ及び第2号、第11項並びに第12項の規定に従い記載しなければ

なりません。

・アレルギー物質を含む食品の原材料表示…

食品衛生法施行規則（昭和23年厚生省第23号）第21条第1項第1号へ及びトの規定により、

卵、乳、小麦、そば、落花生が原材料に含まれる場合には、その旨（例：原料の一部に◯◯

由来原材料が含まれます）を記載してください。

◆内容量
内容重量、内容体積または内容数量を記載してください。内容重量はグラムまたはキログラム単

位で記載してください。内容体積はミリリットルまたはリットル単位で、内容数量は個数等の単位

で、単位を明記して記載してください。

なお、特定商品の販売に係る計量に関する政令（平成5年政令第249号）第5条（30ページ

参照）に掲げる特定商品については、計量法（平成4年5月法律第51号）の規定により記載し

てください。

加工食品

加
工
食
品
と
は

複合原材料の書き方 

煮物（里芋、にんじん、たけのこ、 
　　　　しょうゆ、砂糖…） 

複合原材料名 
複合原材料の 
原材料名 

①省略例 
（おでんの具材として下ゆでした大根を仕入れた場合） 

②ー2省略例 
（お弁当の具のエビフライの場合） 

原材料名：ゆで大根（大根、しょう
　　　　　ゆ、その他）、… 

の原材料が5％未満であれば 

の原材料が5％未満であれば 

 
 
原材料名：ゆで大根（大根、しょう
　　　　　ゆ、かつおぶしエキス、
　　　　　昆布エキス）、… 

 
 
原材料名：エビフライ（えび、パン
　　　　　粉、小麦粉、卵）、… 
 
原材料名：エビフライ、… 

②ー1省略例 
（野菜スープの原材料のコンソメの場合） 
 
 
原材料名：じゃがいも、玉ねぎ、に
　　　　　んじん、ソーセージ、コ
　　　　　ンソメ（食塩、乳糖、砂
　　　　　糖、調味料…）、コショ
　　　　　ウ、… 
 
 
原材料名：じゃがいも、玉ねぎ、に
　　　　　んじん、ソーセージ、コ
　　　　　ンソメ、コショウ、… 

必要な表示
事項は右の
6点です

容器に入れ
又は包装さ
れたものが
対象です



でん粉 「でん粉」 

「鳥肉」 

「魚」または「魚肉」 

「ぶどう糖」 

「異性化液糖」 

「香辛料」または「混合香辛料」 

「香草」または「混合香草」 

「糖果」 

魚類及び魚肉（特定の種類の魚類の名称を表示していない場合に限る。） 

ぶどう糖果糖液糖、果糖ぶどう糖液糖及び高果糖液糖 

無水結晶ぶどう糖、含水結晶ぶどう糖及び全糖ぶどう糖 

食用油脂 

名　　　称 区　　　分 

家きん肉（食肉製品を除き、特定の種類の家きんの名称を表示していな
い場合に限る。） 

砂糖混合ぶどう糖果糖液糖、砂糖混合果糖ぶどう糖液糖及び砂糖混合高
果糖液糖 

「砂糖混合異性化液糖」または「砂糖・異性
化液糖」 

「植物油」、「植物脂」もしくは「植物油脂」、
「動物油」、「動物脂」もしくは「動物油脂」
または「加工油」、「加工脂」もしくは「加工
油脂」 

香辛野菜及びつまもの類並びにその加工品（原材料に占める重量の割
合が2％以下のものに限る。） 

糖液をしん透させた果実（原材料に占める重量の割合が10％以下のも
のに限る。） 

「おかず」 弁当に含まれる副食物（外観からその原材料が明らかなものに限る。） 

香辛料及び香辛料エキス（既存添加物名簿（平成8年厚生省告示第
120号）に掲げる食品添加物に該当するものを除き、原材料に占める重
量の割合が2％以下のものに限る。） 
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・固形量

固形量をグラムまたはキログラム単位で、単位を明記して記

載してください。

・内容総量

内容総量をグラムまたはキログラム単位で、単位を明記して

記載してください。

◆消費期限または賞味期限
品質の劣化が早い食品（おおむね5日以内に消費すべき食品）

には「消費期限」を、それ以外の食品には「賞味期限」を記載

してください。

①製造または加工した日から消費期限または賞味期限までの期

間が3カ月以内のものは、次のいずれかの方法で記載してく

ださい。

（ア）平成19年4月1日（イ）19.4.1 （ウ）2007.4.1

（エ）07.4.1

上記の（イ）～（エ）について「．」の印字が困難なときは省

略できます。この場合において、月または日が1桁のとき、2

桁目は「0」と記載してください。

②製造または加工した日から賞味期限までの期間が3カ月を超

えるものは、次のいずれかの方法で表示するか①により記載

してください。

（ア）平成19年4月（イ）19.4 （ウ）2007.4

（エ）07.4

上記の（イ）～（エ）について「．」の印字が困難なときは省

略できます。この場合において、月が1桁のとき、2桁目は

「0」と記載してください。

◆保存方法
開封前の保存方法を、飲食料品の特性に従い、「直射日光を避

け、常温で保存すること」、「10℃以下で保存すること」等と記

載してください。

◆原産国名
輸入品にあっては、原産国名を記載してください。

◆製造業者等の氏名又は名称及び住所
製造業者等の氏名または名称及び住所を記載してください。

○１１ 豆類の調整品 あん、煮豆、豆腐・油揚げ類、ゆば、凍豆

腐、納豆、きなこ、ピーナッツ製品、いり豆類、その他の

豆類の調製品

○１２ 砂糖類 砂糖、糖みつ、糖類

○１３その他の農産加工品 こんにゃく、その他

①から○１２に掲げるものに分類されない農産

加工食品

○１４ 食肉製品 加工食肉製品、鳥獣肉の缶・瓶詰、加工鳥獣肉

冷凍食品、その他の食肉製品

○１５ 酪農製品 牛乳、加工乳、乳飲料、練乳及び濃縮乳、粉乳、

はっ酵乳及び乳酸菌飲料、バター、チーズ、アイスクリー

ム類、その他の酪農製品

○１６加工卵製品 鶏卵の加工製品、その他の

加工卵製品

○１７その他の畜産加工品 はちみつ、その他

○１４から○１６に分類されない畜産加工食品

○１８加工魚介類 素干魚介類、塩干魚介類、煮干魚介類、塩蔵

魚介類、缶詰魚介類、加工水産物冷凍食品、練り製品、そ

の他の加工魚介類

○１９加工海藻類 こんぶ、こんぶ加工品、干のり、のり加工品、

干わかめ類、干ひじき、干あらめ、寒天、その他の加工海

藻類

○２０その他の水産加工食品 その他○１８及び○１９に分類されない水

産加工食品

○２１調味料及びスープ 食塩、みそ、しょうゆ、ソース、食酢、

うま味調味料、調味料関連製品、スープ、その他の調味料

及びスープ

○２２食用油脂 食用植物油脂、食用動物油脂、食用加工油脂

○２３調理食品 調理冷凍食品、チルド食品、レトルトパウチ食

品、弁当、そうざい、その他の調理食品

○２４その他の加工食品 イースト及びふくらし粉、植物性たん

白及び調味植物性たん白、麦芽及び麦

芽抽出物並びに麦芽シロップ、粉末ジ

ュース、その他○２１から○２３に分類されな

い加工食品

○２５飲料等 飲料水、清涼飲料、氷、その

他の飲料



◆原料原産地名
次に掲げるものは、国内で製造された場合には、主な原材料（原材料に占める重量の割合が

50％以上のもの）の原産地（原料原産地名）の表示が必要になります。

《加工食品品質表示基準で表示が義務づけられているもの（20食品群）》

① 乾燥きのこ類、乾燥野菜及び乾燥果実

乾しいたけ、かんぴょう、切り干しだいこん、乾燥ぜんまい、かんしょ蒸し切り干し、乾燥

ねぎ、干し柿、干しぶどう　等

② 塩蔵したきのこ類、塩蔵野菜及び塩蔵果実

塩蔵きのこ、塩蔵山菜ミックス　等

③ ゆで、または蒸したきのこ類、野菜及び豆類並びにあん

ゆでたけのこ、ゆでたぜんまい、下ゆでしたさといも、ふかしたさつまいも、ゆでた大豆、

なまあん、乾燥あん　等

④ 異種混合したカット野菜、異種混合したカット果実その他野菜、果実及びきのこ類を異種

混合したもの

カット野菜ミックス、野菜サラダ（生鮮食品のみで構成されたものに限る。）、カットフルー

ツミックス　等

⑤ 緑茶

煎茶、玉緑茶、玉露、抹茶、番茶、ほうじ茶　等

⑥ もち

まるもち、のしもち、切りもち、草もち、豆もち　等

⑦ いりさや落花生、いり落花生及びいり豆類

いりさや落花生、いり落花生、いり大豆　等

⑧ こんにゃく

板こんにゃく、玉こんにゃく、糸こんにゃく　等

⑨ 調味した食肉

しお・こしょうした牛肉、タレ漬けした牛肉、みそ漬けした豚肉　等

⑩ゆで、または蒸した食肉及び食用鳥卵

ゆでた牛もつ、蒸し鶏、ゆで卵、温泉卵　等

原料原産地名の表示方法

主な原材料が国産の場合は、国産である旨を、輸入品の場合は原産国を記載します。ただし、国

産の場合は、国産に代えて下記のように記載することができます。

・農産物にあっては、都道府県名その他一般に知られている地名

・畜産物にあっては、主たる飼養地が属する都道府県名その他一般に知られている地名

・水産物にあっては、生産（採取及び採捕を含む。）した水域名、水揚げした港名、水揚げした港ま

たは主たる養殖場が属する都道府県名その他一般に知られている地名、また、輸入された水産物

の場合は、原産国名に水域名を併記することができます。

・うなぎ加工品、かつお削りぶし、農産物漬物、野菜冷凍食品については、個別の品質表示基準の

表示方法により原料原産地名を記載します。

1.基本的な表示方法
《例1：原材料名欄に括弧書きで表記》

11

品質表示の方法と具体例

名　　称
原材料名
内 容 量
消費期限
保存方法
製 造 者

あじの開き
真あじ（A国）、食塩
1尾
平成××年××月××日
10℃以下で保存してください。
××株式会社　××県××市××町×-×

《例2：原料原産地名欄による表記》

名 称
原材料名
原料原産地名
内 容 量
消費期限
保存方法
製 造 者

あじの開き
真あじ、食塩
A国
1尾
平成××年××月××日
10℃以下で保存してください。
××株式会社　××県××市××町×-×

《例3：原料原産地と主な原材料を明確にした表記》

※原材料名欄に複数の生鮮食品
の名称を記載する場合、どの
原材料の産地なのかが明確と
なるように記載することが必
要。

名 称
原材料名
原料原産地名
内 容 量
賞味期限
保存方法
製 造 者

乾燥野菜
だいこん、にんじん
A国（だいこん）
100g
平成××年××月××日
直射日光を避け、常温で保存してください。
××株式会社　××県××市××町×-×

原料原産地名
の表示が必要
な加工食品は
右です

原料原産地名
の表示はどの
ようにするの
ですか？



○１１ 表面をあぶった食肉

鶏ささみのたたき　等

○１２ フライ種として衣をつけた食肉

衣をつけた豚カツ用の食肉、衣をまぶした鶏の唐揚げ用の鶏肉　等

○１３ 合挽肉その他異種混合した食肉

合挽肉、成形肉（サイコロステーキ）、焼肉セット（異種の肉を盛り合わせたも

ので、生鮮食品のみで構成されたものに限る。）等

○１４ 素干魚介類、塩干魚介類、煮干魚介類及びこんぶ、干のり、焼きのり、その他

干した海藻類

みがきにしん、たづくり（素干しのもの）、たたみいわし、するめ、丸干しいわし、さば開干し、煮干いわし、しらす干、ちりめ

んじゃこ、干ほたて貝柱、干さくらえび、だしこんぶ、干こんぶ、板のり、焼きのり、味付けのり、乾燥わかめ、干ひじき　等

○１５ 塩蔵魚介類及び塩蔵海藻類

塩さんま、塩さば、塩かずのこ、塩たらこ、塩いくら、すじこ、塩うに、塩蔵わかめ、塩蔵したうみぶどう　等

○１６ 調味した魚介類及び海藻類

まぐろしょうゆ漬け、あこうだいの粕漬け、あまだいのみそ漬け、もずく酢、味付けめかぶ、いくらしょうゆ漬け、食用油脂を

加えたまぐろのすき身　等

○１７ ゆで、または蒸した魚介類及び海藻類

ゆでだこ、ゆでかに、ゆでしゃこ、釜揚げしらす、釜揚げさくらえび　等

○１８ 表面をあぶった魚介類

かつおのたたき　等

○１９ フライ種として衣をつけた魚介類

衣をつけたカキフライ用のかき、衣をつけたムニエル用のしたびらめ　等

○２０ ④または○１３に掲げるもののほか、生鮮食品を異種混合したもの

ねぎま串、鍋物セット（生鮮食品のみで構成されているもの） 等

《個別の品質表示基準で表示が規定されているもの（4品目）》

●うなぎ加工品　●かつお削りぶし　●農産物漬物　●野菜冷凍食品
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《例5：原料原産地が3箇所以上あり、全て記載する場合》

2.一括表示枠外に印字等で記載することができます。（枠内に表示することが困難な場合）

《例4：表記箇所を明示した上で枠外に事前に印刷》

※ 主な原材料以外の原材料や義務表示対象食品以外の食品であって

も、同じ表示方法により、原料原産地名を表示することができます。

3.主な原材料の原産地が2箇所以上混合している場合は重量の多い順に記載します。3箇所以上ある場合は、3箇所目以下を「その

他」と記載することもできます。

名 称
原材料名
内 容 量
賞味期限
保存方法
製 造 者

乾燥○○
○○（A国、B国、C国、D国）、××、△△
100g
平成××年××月××日
直射日光を避け、常温で保存してください。
××株式会社　××県××市××町×-×

《例7：合理的な方法に基づき重量順に表示し、その方法
及び詳細について回答できる旨を表示》

4.複数国の原料を混合して製造する等、原産地の重量割合が商品ごとに特定できない場合については、下記のように表示することも

できます。ただし、消費者の優良誤認を招かないよう注意してください。

名 称
原材料名
内 容 量
賞味期限
保存方法
製 造 者

塩たらこ
すけとうだらの卵巣（米国またはロシア）、××、△△
100g
平成××年××月××日
10℃以下で保存してください。
××株式会社　××県××市××町×-×

注）すけとうだらの卵巣の原産地は、当社における○○年の取
扱い実績の多い順に表示しています。詳細は弊社お客様窓
口（電話番号○○）にお尋ねください。

《例6：原料原産地を2箇所以上記載し、それ以上を「その他」として記載する場合》

名 称
原材料名
内 容 量
賞味期限
保存方法
製 造 者

乾燥○○
○○（A国、B国、その他）、××、△△
100g
平成××年××月××日
直射日光を避け、常温で保存してください。
××株式会社　××県××市××町×-×

名 称
原材料名
原料原産地名
内 容 量
賞味期限
保存方法
製 造 者

乾燥○○
○○、××、・・・
商品名下部に記載
100g
平成××年××月××日
直射日光を避け、常温で保存してください。
××株式会社　××県××市××町×-×

産地名の意味を誤認させる用語の使用禁止

表示される産地名が加工地なのか原料の原産地なのか不

明確であり、その意味を誤認させる表示をすることは禁

止されています。

（22ページのQ&Aをご参照ください。）

牛肉加工品等の原料原産地について

牛由来の原材料を使用した加工食品に関しては、義務

化されていないもの（左記20食品群以外）について

も事業者の原料原産地に関する表示や積極的な情報提

供を促進することが求められています。（平成18年7

月27日付け「牛肉を原材料とする加工食品等に係る

原料原産地情報の積極的な提供について（通知）」、具

体的な情報提供事例（Q&A）により、農林水産省か

ら食肉加工、販売等の事業者団体を通じて要請）

乾燥○○
原料○○の産地：A国



表示は、次の様式（プライスラベルによる表示と次の様式で表示する事が困難な場合に限り、次の様式と同
等程度わかりやすい一括表示）により、容器または包装の見やすい箇所に表示してください。ただし、容器を
包装紙で外装する場合には、外装紙に必要な表示をするかまたは容器の表示が外装紙を透かして読めるように
するか、外装紙で隠れないようにする必要があります。

・製造業者、加工包装業者または輸入業者（販売業者が製造業者、
加工包装業者または輸入業者との合意等により製造業者、加工
包装業者または輸入業者に代わってその品質に関する表示を行
うこととなっている場合は、当該販売業者。）に表示義務があ
ります。
・飲食料品を製造または加工し、その場で一般消費者に直接販売
する場合または飲食料品を設備を設けて飲食させる場合は表示
義務はありません。
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品質表示の方法と具体例

一括して表示 
してください 
一括して表示 
してください 

名 　 　 称  
原 材 料 名  
原料原産地名 
内 容 量  
固 形 量  
内 容 総 量  
賞 味 期 限  
保 存 方 法  
原 産 国 名  
製 造 者  

○○○○○○○ 
○○○○、○○○、○○○○、○○○ 
○○○○○ 
○○○g 
○○○g 
○○○g 
平成○○年○○月○○日 
○○○○○○○ 
○○○○○ 
○○○○○○○○○○○○○○ 

どこに表示
すればいい
のですか？

表示を行う
のは
誰ですか？

加工食品の名称は、その内容を最もよく表す名称を記載してください。ただ

し、※のついた加工食品の品質表示基準で定められた名称は、当該品質表示基

準を満たす加工食品以外に使用することはできません。

個別に品質表示基準が定められている加工食品

・乾めん類
・即席めん類※

・生タイプ即席めん※

・パン類
・マカロニ類※

・農産物缶詰及び瓶詰
・農産物漬物
・凍豆腐※

・トマト加工品※

・乾しいたけ※

・ジャム類
・ハム類※

・ベーコン類※

・プレスハム※

・混合プレスハム※

・ソーセージ※

・混合ソーセージ※

・チルドハンバーグステーキ※

・チルドミートボール※

・チルドぎょうざ類※

・純製ラード※

・畜産物缶詰及び瓶詰
・煮干魚類
・風味かまぼこ
・特殊包装かまぼこ類※

・うに加工品※

・うにあえもの※

・削りぶし※

・魚肉ハム及び魚肉ソーセージ※

・乾燥わかめ※

・塩蔵わかめ※

・うなぎ加工品
・調理食品缶詰及び瓶詰
・調理冷凍食品
・野菜冷凍食品
・レトルトパウチ食品
・食用植物油脂※

・みそ※

・風味調味料※

・乾燥スープ※

・ドレッシング及びドレッシングタイプ調味料※

・食酢※

・しょうゆ※

・ウスターソース類※

・めん類等用つゆ※

・マーガリン類※

・ショートニング※

・にんじんジュース及びにんじんミックスジュース※

・炭酸飲料
・果実飲料
・豆乳類※



生鮮食品を生産（採取及び採捕を含む。）し、生産したその場で一般消費者に直接販売する場合または生

鮮食品を設備を設けて飲食させる場合は、名称、原産地等を表示する必要がありません。

●飲食料品を製造し、もしくは加工し、一般消費者に直接販売する場合または飲食料品を設備を設けて飲

食をさせる場合は、加工食品に表示するべき事項を表示する必要がありません。

●また、次にあげるものについては、それぞれ明記している表示項目を省略できます。

・容器または包装の面積が30cm2以下であるもの…原材料名、賞味期限または消費期限及び保存方法、原

料原産地名

・原材料が1種類のみであるもの（缶詰、食肉製品を除く。）…原材料名

・常温で保存すること以外にその保存方法に関し留意すべき特段の事項がないもの…保存方法

・内容量を外見上容易に識別できるもの（特定商品の販売に係る計量に関する政令第5条の特定商品を除

く。）…内容量

・品質の変化が極めて少ないもので、次にあげるもの…賞味期限及び保存方法

●これらの場合も、任意で表示する内容について、表示禁止事項に該当する表示をすることはできません。

①「名称」に代えて「品名」、「種類別」または「種類別名称」とすることができます。
②表示に用いる文字及び枠の色は、背景の色と対照的な色とします。
③表示に用いる文字は、日本工業規格Ｚ8305（1962）に規定する8ポイント以上の活字を使用すること。ただし、表示可能面積がおお
むね150cm2以下のものは、5.5ポイント以上の大きさの活字にすることができます。

④名称、内容量を商品の主要面に明確に記載する場合は、この様式中名称及び内容量の項目を省略することができます。
⑤この様式で表示することが困難な場合は、以下の事項については、この様式中に記載箇所を表示すれば、他の箇所に記載することがで
きます。
・原材料名
・原料原産地名（原材料名欄の原材料の次に括弧を付して記載する場合は項目を省略することができる。）
・内容量
・賞味期限（この場合、保存方法についても記載箇所を表示し、賞味期限に近接した場所に記載できる。）

⑥表示をする加工食品が液体などの場合で固形量など該当しない項目がある場合は様式の項目を省略してください。
⑦品質が急速に変化しやすく製造後速やかに消費すべきものは、賞味期限を消費期限と記載してください。
⑧製造者等については、保健所の指導等にも従い、表示されている内容に責任を持つ者を「製造者」、「輸入者」、「販売者」等適切な事項
名を付して記載してください。
⑨原産国名は、輸入品の場合にこれを製造した国名を記入してください。
⑩この様式は縦書きにすることができます。
⑪この様式の枠を記載することが困難な場合は、枠を省略できます。

上記①から⑪に関わらず　
「容器包装の面積が30cm2以下」、「原材料が1種類」、「内容量を容易に識別できるもの」、「品質の変化が極めて少ないもの」、「常温で保存
すること以外に保存方法に留意点がないもの」の場合、表示事項の一部を省略することができる場合があります。次項に省略できる事項
等を詳しく記載していますのでそちらをご参照ください。
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名 称

原 材 料 名

内 容 量

消 費 期 限

保 存 方 法

製 造 者

ゆでだこ（ぶつ切り）

まだこ（国産）

180g

××.××.××

5℃以下で保存してください。

××株式会社　××県××市××町×-×

名 称
原 材 料 名

内 容 量
賞 味 期 限
保 存 方 法
原 産 国 名
輸 入 者

いちごジャム
いちご、砂糖、ゲル化剤（ペクチン）、酸
化防止剤（V.C）
400g
××.××.××
直射日光を避け、常温で保存してください。
アメリカ
○○商事株式会社　××県××市××

●輸入されたイチゴジャム ●ゆでだこ

名 称
原 材 料 名

内 容 量
消 費 期 限
保 存 方 法
製 造 者

焼肉用味付け牛肉
牛肉（オーストラリア産）、焼肉のたれ
（しょうゆ（小麦を含む）、酒、砂糖、に
んにく、生姜、ごま）、胡椒
200g
××.××.××
5℃以下で保存してください。
××株式会社　××県××市××町×-×

●焼肉用味付け牛肉

次にあげる場
合は、品質表
示の一部を省
略できます

でん粉、チューインガム及び冷菓、砂糖、アイスクリーム類、食塩及びうま味調味料、飲料水及

び清涼飲料水（ガラス瓶入りのもの（紙栓をつけたものを除く。）またはポリエチレン製容器入

りのものに限る。）並びに氷

生鮮食品について（農産物、水産物、畜産物）

加工食品について

名 称

原 材 料 名

内 容 量

賞 味 期 限

保 存 方 法

製 造 者

ベーコン

豚ばら肉、砂糖、食塩、卵たん白、植物性たん白、

香辛料、リン酸塩（Na）、調味料（アミノ酸）、

酸化防止剤（ビタミンC）、発色剤（亜硝酸Na）、

コチニール色素、（原材料の一部に大豆を含む）

300グラム

××.××.××

10℃以下で保存すること。

××株式会社　××県××市××町×-×

●ベーコン
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Q&A

生鮮食品の注文書やカタログに原産地を表
示する必要がありますか。また、原産地を
注文書に表示した場合も、配送する商品の

容器、包装等に原産地を表示する必要があります
か。

注文書やカタログに表示義務はありません。
しかし、注文書やカタログに原産地を表示して
いる場合でも、商品（容器・包装を含む。）や

納品書に原産地等を表示しなければなりません。

Ｑ 

A

生鮮食品の容器や包装に表示する場合、表
示面積が150cm2以下の場合や表示すべき
字数が多い場合にも、8ポイント以上の活

字でなければいけませんか。

150cm2以下でも8ポイント以上必要です。
容器や包装に表示するほか、商品に近接して掲
示することも可能ですから、字数が多いときは
使い分けて実施してください。

Ｑ 

A

「生鮮食品を生産し、一般消費者に直接販
売する場合」とは、具体的にどのような場
合ですか。小売店の店内で、魚をおろして

刺身にしたような場合も含まれますか。

「生鮮食品を生産する」というのは、農産物は
農業生産、畜産物は飼養、水産物は漁ろうその
ものをいいます。インストアで野菜を切断し、

魚を切り身や刺身にしても、表示義務の対象外にはなり
ません。また、「一般消費者に直接販売する場合」とは、
具体的に生産者が生産した生鮮食品を自らその場（水産
物であれば水揚げした場所）で一般消費者に販売する場
合をいいます。

Ｑ 

A

生鮮食品における原産地の考え方について
教えてください。

原産地とは生鮮食品を栽培、飼養または生産し
た地を指します。畜産物などでは、飼養地が複
数に跨がる場合がありますが、この場合は飼養

期間が最も長い飼養地を原産地として表示することとな
っています。

Ｑ 

A

農産物の場合、包装しない状態で販売する
ことがありますが、どのように表示すれば
よいのですか。

包装されていない状態で販売する場合は、近接
した箇所にPOPや立て札、段ボール箱や結束
テープ等で表示することが可能となっています。

Ｑ 

A

複数の原産地のものを混ぜた場合の表示は
どうするのですか。

同じ種類の生鮮食品であって複数の原産地のも
のを混合した場合は、その生鮮食品の製品に占
める重量の割合の多いものから順に記載します。

Ｑ 

A
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輸入後国内で蓄養した貝類の原産地の扱い
はどうなりますか。

輸入後、出荷調整や砂抜きなどのため国内で蓄
養した貝類の原産地は、その輸出国となります。

Ｑ 

A

養殖に該当しない水産物については、「天
然」の表示は可能ですか。

水産物の品質表示基準では養殖とは「幼魚等を
重量の増加または品質の向上を図ることを目的
として、出荷するまでの間、給餌することによ

り育成すること」をいい、この定義に該当するものにつ
いて養殖の表示が義務付けられるということであり、こ
の養殖の定義に該当しないものについて天然と表示でき
るということではありません。しかし、事実として天然
のものであれば、表示は可能です。

Ｑ 

A

外国船籍の漁船が漁獲したマグロを国内の
漁港に水揚げした場合、その漁港名又は漁
獲水域名を原産地として表示できますか。

外国船籍が漁獲して国内の港に荷揚げしたもの
は、輸入品になります。輸入品については、原
産地は原産国名を表示する必要があります。な

お、原産国名に漁獲水域名を併記することは可能です。

Ｑ 

A 「水域名の記載が困難な場合にあっては、
水揚げした港が属する都道府県名の記載に
代えることができる」とは具体的にどのよ

うな場合ですか。
例えば、北太平洋で捕ったものを焼津港に水揚げ
した場合、「静岡県」と記載できますか。

水揚げした港または水揚げした港が属する都道
府県名をもって水域名の記載に代えることがで
きる場合は、水域をまたがって漁をする場合等

水域名の記載が困難な場合です。従って、北太平洋で漁
獲されたことが確認されていれば、「北太平洋」と表示
することになります。
水域名の記載は、魚種により広範囲に回遊するもの、沿
岸にいるもの等があって一律に規定できないことから、
魚種ごとにこのような特性を踏まえて一般消費者の選択
に資する水域名を記載すべきものと考えています。

Ｑ 

A
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Q&A

複数の国で飼養される畜産物について、
「国産品」、「輸入品」とはどのようなもの
を指すのですか。

「国産品」とは、国内における飼養期間が外国
における飼養期間（2以上の外国において飼養
された場合には、それぞれの国における飼養期

間）よりも長い家畜を国内でと畜して生産されたものを
指します。

Ｑ 

A

袋詰めされた玄米及び精米を販売する場合
に、何をどのように表示すればいいのです
か。

定められた様式に、①名称、②原料玄米、③内
容量、④精米年月日、⑤販売業者等の氏名また
は名称、住所及び電話番号を表示します。

Ｑ 

A

国産の食肉の原産地表示について、例えば、
松阪牛、神戸牛等地名を冠した銘柄名（ブ
ランド名）が表示してある場合には、原産

地名の記載を省略することはできますか。

「主たる飼養地が属する都道府県」と「銘柄等
に含まれる地名が属する都道府県」とが異なっ
ている場合については、その畜産物の原産地が

「銘柄等に含まれる地名」であるとの誤認を消費者に与
えるおそれがあることから、主たる飼養地が属する都道
府県名、市町村名その他一般に知られている地名を原産
地として表示することが必要です。
また、原産地名の記載を省略することが可能であるのは、
「主たる飼養地が属する都道府県」と「銘柄等に含まれ
る地名が属する都道府県」が同一である場合に限られま
す。

Ｑ 

A
調製年月日、精米年月日または輸入年月日
が異なるものを混合した場合、調製年月日、
精米年月日または輸入年月日をどのように

表示すればいいのですか。

調製年月日、精米年月日または輸入年月日が異
なる2種類以上の原料玄米を混合した玄米また
は精米については、これらのうち、最も古い年

月日を記載します。
最も古いものが調製年月日または輸入年月日である場合
は一括表示の様式中の「精米年月日」を「調製年月日」
または「輸入年月日」とします。

Ｑ 

A

【国産品の例】 
　＊（　）の数字は畜産物の飼養月数を示す。以下同じ。 

X国（12） 

X国（10） 

国内（18） 

 Y国（8） 国内（12） 

【輸入品（X国産）の例】 

X国（18） 

X国（14） 

国内（12） 

 Y国（6） 国内（10） 

一方「輸入品」とは、「国産品」以外のものであり、具体的
にはある外国における飼養期間が日本を含めた他国にお
けるそれぞれの飼養期間よりも長い家畜から生産された
ものを指します。 

×kg
××.××.×× 

××.××.×× 

×米穀株式会社 
××県××市××町××.×-× 
電話番号　××（×××）×××× 

×米穀株式会社 
××県××市××町××.×-× 
電話番号　××（×××）×××× 

×kg

複数原料米 
国内産　　　　　　　　　　　　　100％ 
　　○○県　××ヒカリ　×年産　××％ 
　　××県　××ニシキ　×年産　××％ 
　未検査米　　　　　　　　　　　××％ 

精　　　米 名 称  

 

原 料 玄 米  

 

内 容 量  

精 米 年 月 日  

 

販 売 者  

産　地 品　種 産　年 使用割合 

××県 ××ヒカリ ××年産 100%

精　　　米 名 称  

 

 

 
原 料 玄 米  

 

 

内 容 量  

精 米 年 月 日  

 

販 売 者  

産　地 品　種 産　年 使用割合 
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加工食品の品質表示について、責任を負う
のは製造業者ですか、それとも販売業者で
すか。

加工食品にあっては、原則として製造業者及び
加工包装業者または輸入業者に表示義務があ
ります。ただし、販売業者が製造業者、加工包

装業者または輸入業者との合意等により製造業者等に代
わって品質表示を行うこととなっている場合には、当該
販売業者に表示義務があります。

Ｑ 

A

製造者等の電話番号、FAX番号、メール
アドレスやホームページアドレスを一括表
示様式の枠内に記載することができますか。

これらの表示は義務表示事項ではありませんが、
消費者にとって重要な情報であり、適切な表示
であると考えられますので、一括表示様式枠内
に表示することができます。

ただし、商品の説明書き、宣伝文句などは義務表示事項
が見づらくなりますので、枠内に表示することはできま
せん。

Ｑ 

A

加工食品品質表示基準第4条第2項（3）の
「表示可能面積」とはラベル面積もしくは
容器面積のどちらですか。

容器または包装のうちの、表示可能部分の面積
の合計をいい、ラベルの面積ではありません。

Ｑ 

A

原材料名や内容量について、「別途記載」
として、一括表示欄外や裏面に記載しても
よいですか。

他の義務表示事項と一括して表示することが困
難な場合は、「原料原産地名」、「賞味期限又は
消費期限」、期限表示と併せて記載する「保存

方法」のほか、「原材料名」や「内容量」についても、
別途、表示箇所を表示して見やすい場所に表示すること
は可能です。

Ｑ 

A

内容量を外見上容易に識別できるとは具体
的にはどのような状態のことですか。

内容量を容器または包装を開けなくても外から
容易にわかる場合をいい、例えば塩鮭であれば
「三切れ」等内容数量が容易に判別できる場合
をいいます。

Ｑ 

A
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Q&A

輸入品とはどのような製品をさしますか。また、表示の義務を負うのは誰ですか。

輸入品とは、
①容器包装され、そのままの形態で消費者に販売される製品（製品輸入）
②バルクの状態で輸入されたものを、国内で小分けし、容器包装した製品

③製品輸入されたものを、国内で詰め合わせた製品
④その他、輸入された製品について、国内で「商品の内容について実質的な変更をもたらす行為」が施されていない製
品を指します。
製品輸入したものについては輸入者に表示義務があります。この場合の輸入者とは、輸入した製品の表示内容について
日本国内で責任を持つ者となります。
また、②のようにバルクの状態で輸入されたものを国内で小分け包装した場合は、小分け包装した者に表示義務があり
ます。また、JAS法では、加工食品品質表示基準の規定に従い、販売業者が当該製品の表示内容に責任を持つ旨合意が
なされている場合には、当該販売業者が表示義務者となることもできます。ただし、この場合、食品衛生法に従い、別
途加工者または製造者の所在地及び氏名も記載することが必要です。
（加工食品に関する3省共通Q＆Aから抜粋）

Ｑ 

A

①から⑤の表示は、原材料名として一括表示枠内に表示できますか。
①数種類の魚を一括して「魚」、「魚肉」の表示
②「本マグロ」
③黒糖、還元水あめ等をまとめて「砂糖」
④有機大豆
⑤NON‐ GMO 大豆

①複数種類の魚肉をミンチにしたものなど魚の種類ごとに重量順に表記することが困難な場合、または商品特
性上原材料を魚種ごとに表記するのが困難な場合に数種類の魚を一括して「魚」、「魚肉」と表示することは
可能です。ただし、この場合は、特定の種類の魚の名称を抜き出して表示することはできません。

②できます。クロマグロ（Thunnus thynnus）について「本マグロ」、「本鮪」のように記載することは可能ですが、
メバチ、キハダなどクロマグロと異なる種に「本マグロ」等と記載することはできません。
③できません。黒糖は「砂糖」と表示することはできますが、還元水あめは糖アルコールであり「砂糖」とはいえない
ので「還元水あめ」と一般的な名称で表示してください。
④有機農産物のJAS規格に基づき格付されたものを使用した場合に限り可能です。この場合、特色のある原材料（第5
条）に該当しますので、原材料に占める有機原材料の使用割合が100％である場合を除き、使用割合を明示する必要
があります。
⑤できません。原材料名はもっとも一般的な名称をもって表示すること、また一般消費者が読みやすく理解しやすいよ
う邦文をもって表示する必要があるので、この場合は、「大豆（遺伝子組換えでない）」等と表示してください。

Ｑ 

A
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左記の④でいう『輸入された製品について、国内で「商品の内容について実質的な変更をもたらす
行為」が施されていない製品』とはどのような製品ですか。

原産国とは、景品表示法に基づく「商品の原産国に関する不当な表示」に規定しているとおり、「その商品の
内容について実質的な変更をもたらす行為が行われた国」のことを指します。
この場合において、次のような行為については、「商品の内容についての実質的な変更をもたらす行為」に含

まれません。
①商品にラベルを付け、その他標示を施すこと
②商品を容器に詰め、または包装をすること
③商品を単に詰合せ、または組合わせること
④簡単な部品の組立をすること
これに加え、関税法基本通達では、
⑤単なる切断
⑥輸送または保存のための乾燥、冷凍、塩水漬けその他
これに類する行為
⑦単なる混合
についても、原産国の変更をもたらす行為に含まれない旨が明記されています。
このため、輸入された製品について上記①から⑦に該当する行為を国内で行った場合であっても、当該製品は、JAS
法に基づき、製品輸入した製品と同様に、「実質的な変更をもたらす行為」が行われた国を原産国として表示する必要
があります。
なお、輸入品である加工食品について、基本的には「その内容について実質的な変更をもたらす行為」が最後に行われ
た国が原産国となる場合が多いですが、製品の製造工程が2国以上にわたる場合において、当該商品の重要な構成要素
が複数あり、そのいずれの部分も重要性に優劣が付けられない場合、または商品の重要な製造工程が複数あり、そのい
ずれの工程も重要性に優劣が付けられない場合であって、それらが別々の国で行われるときには、消費者の誤認を惹起
しないよう、それらの国をすべて原産国として表示する必要があります。（どのような場合に複数の原産国の表示が必
要になるかについては公正取引委員会にご照会ください。）
（加工食品に関する3省共通Q＆Aから抜粋）

Ｑ 

A

A国から甲社がバルク輸入した「うなぎ蒲
焼き」を甲社自らが加工せずに最終包装し
販売した場合の表示方法を教えてください。

当該製品は国内で甲社がバルク製品を小分けし
最終包装していますが、単に小分け包装した場
合は製品の内容を実質的に変更する行為に当た

らないので、原産国としてA国の表示をする必要があり
ます。

Ｑ 

A

うなぎ蒲焼き 
うなぎ、しょうゆ、砂糖、ぶどう糖果糖液糖、発酵調味料 
（米、食塩）、水飴、澱粉、うなぎエキス、酒清、調味料 
（アミノ酸等）、着色料（カラメル・アナトー）、増粘多 
糖類（原材料の一部に小麦、大豆を含む） 
2尾 
平成××年××月××日 
10℃以下で保存してください 
A国 
甲社 
××県××市××町××-× 

名　　称 
原材料名 
 
 
 
内 容 量 
賞味期限 
保存方法 
原産国名 
加 工 者 
 

（バルク製品を小分けした場合の表示例） 

（加工食品に関する3省共通Q&Aから抜粋） 
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Q&A

どのような原材料が「特色のある原材料」
に該当しますか。

「特色のある原材料」とは、特色のあることを
示す用語を冠することにより一般的名称で表示
される原材料に対し差別化が図られたものとし

て、以下に該当するものをいいます。
①特定の原産地のもの（○○産小豆使用など）
②有機農産物、有機畜産物及び有機加工食品（有機大豆
使用など）
③非遺伝子組換えのもの
④特定の製造地のもの（○○県で精製されたこんにゃく
粉入りなど）
⑤特別な栽培方法により生産された農産物（特別栽培ね
ぎ入りなど）
⑥品種名等（とちおとめ使用など）
⑦銘柄名、ブランド名、商品名（宇治茶使用など）
ただし、他法令、行政機関の定めるガイドライン等によ
り上記①から⑦に該当する原材料の記載が定められて
いる場合、当該法令の定める方法により記載する場合
に限り特色のある原材料には該当しないものとします。
また、特色のある原材料に該当しないものでも、その
原材料を表示することにより、実際のものより優良な
製品であると誤認させる表示は不適切です。

Ｑ 

A

賞味期限を欄外に記載することはできます
か。その場合、枠内の表示は「欄外に記載」
「別途記載」という表示でよいのですか。

賞味期限については、様式に従って表示するこ
とが困難な場合に、様式の賞味期限の欄に記載
箇所を表示すれば、他の箇所に記載することが

できると規定しています。この場合、「欄外に記載」や「別
途記載」は記載箇所を正しく示しているとはいえず、「枠
外下部に記載」等記載場所を具体的に表示してください。

Ｑ 

A

消費期限と賞味期限の違いを教えてくださ
い。

消費期限とは、「定められた方法により保存し
た場合において、腐敗、変敗その他の品質の劣
化に伴い安全性を欠くこととなるおそれがない
と認められる期限」です。製造後、製造日を含

めおおむね5日以内に品質が急速に劣化する食品に表示
されます。
賞味期限とは、「定められた方法により保存した場合に
おいて、期待される品質の保持が十分に可能であると認
められる期限」です。賞味期限については、定められた
保存方法で保存している場合この期限をすぎたものでも、
これらの品質が保持されていることがあり、すぐに食べ
られないということではありません。

Ｑ 

A

「特色のある原材料」について表示を行う
場合は、どのように行えばよいですか。

例えば「A県産大豆」等特定の原産地のものを
使用したことを表示した場合には、その表示に
近接した箇所または一括表示の原材料名の次に
括弧を付して「大豆（A県産○○％）」等と、

そのものの割合を共に表示することになります。ただし、
A県産の大豆の割合が100％である場合は、割合の表示
を省略することができます。
なお、割合の表示の方法は「大豆（A県産○割）」、使用
する割合が変動する場合は最小値を記載し「大豆（A県
産○％以上）」との表示が可能です。

Ｑ 

A

期限の設定をするのは誰ですか。

1 期限の設定は、食品等の特性、品質変化の
要因や原材料の衛生状態、製造・加工時の衛生
管理の状態、保存状態等の諸要素を勘案し、科
学的、合理的に行う必要があります。このため、

その食品等を一番よく知っている者、すなわち、原則と
して、
①輸入食品等以外の食品等にあっては製造又は加工を行
う者(販売業者がこれらの者との合意等により、これ
らの者に代わって表示をする場合には、当該販売業
者)が、
②輸入食品等にあっては輸入業者(以下、これらの者を
あわせて「食品等事業者」という。)が責任を持って
期限表示を設定し、表示することとなります。
2 なお、期限表示に限らず、食品等への表示は、これ
らの食品等事業者が行うものです。したがって、各食品
等事業者においては、設定する期限について自ら責任を
持っていることを認識する必要があります。
また、各食品等事業者においては、このような事情を十
分認識し、適正な表示を行うことはもちろん、「賞味期
限」を過ぎた食品等の取り扱い等について消費者からの
問い合わせがあった場合には、可能な限り情報提供に努
め、適切に対応して頂くようお願いします。

Ｑ 

A
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表示禁止事項として明記された「産地名を示す
表示であって、産地名の意味を誤認させるよう
な表示」とは具体的にはどのような表示ですか。

例えば、「沼津産」と強調表示がされたあじの開きが
あった場合、「沼津」が加工地なのか原料原産地なの
か不明確であり、消費者は強調表示を見て「沼津」
が原料原産地であると誤認する可能性があります。

このような強調表示が「産地名の意味を誤認させるような表示」
に該当します。このような場合に、原料原産地がA国であるな
らば、加工地：沼津、原料原産地：A国と区別して明記するこ
と等により、それぞれ産地名の意味が明確に分かるように表示
を行うことが必要です。

Ｑ 

A

平成18年8月の加工食品の表示方法等にか
かる見直しについて、その概要を教えてく
ださい。

平成18年8月の見直しの概要は以下のとおりです。
①一括表示様式の弾力化等について
・品質表示基準の別記様式に限られていた表示方法
について、別記様式による表示を基本としつつ、
義務表示事項が別記様式による表示と同等程度に
わかりやすく一括して表示されている場合（プラ
イスラベルによる表示など）に限り、別記様式以
外の表示も可能としました。

・義務表示事項以外の事項であっても、消費者の選択に資する
ものであれば別記様式枠内に記載できるなど、弾力的な表示
を可能としました。
・名称と内容量については、商品の主要面に記載することによ
り、義務表示事項が一括して表示される部分（以下、一括表
示部分）での表示省略を可能としました。
・内容量及び原材料名を他の義務表示事項と一括して表示する
ことが困難な場合、一括表示部分に記載箇所を示すことで、
他の箇所での表示を可能としました。
②製造者などの表示について
・表示内容に責任を有する者を表示することを明確化するとと
もに、「製造者」「加工者」等の項目名については弾力的な運
用を可能としました。
③原材料名の表示について
・特色のある原材料について、その具体例を示すとともに、表
示方法を弾力化しました。
・弁当について、外見から判断できるおかずについては、「お
かず」とまとめて記載できることとしました。
・複合原材料の原材料が3種類以上ある場合、重量順で3位以
下かつ当該複合原材料に占める重量の割合が5％未満のもの
については、「その他」と記載できることとしました。
※「複合原材料」とは2種類以上の原材料からなる原材料のこ
とを指す。上記の「その他」と記載できる旨の規定は「複合
原材料」の中身の原材料を表示する場合の省略規定であり、
製品自体の原材料表示については、3位以下かつ5％未満の
原材料であっても省略はできない。
④原料原産地名の表示について
・原料原産地名については、原材料と原産地の対応が明確とな
るよう表示すべきこととしました。

Ｑ 

A

対面販売で弁当、惣菜を販売している場合
であって、繁忙時に備えてあらかじめ容器
に入れている場合は、加工食品品質表示基

準に基づく表示が必要なのですか。

繁忙時に備えてあらかじめその日の販売見込み量
を容器に入れておくことは、客の注文に応じて容
器に入れる範囲と考えられるので、加工食品品質

表示基準に基づく表示の必要はありません。

Ｑ 

A

《例：産地を表示する場合、加工地なのか原料原産地 
　　　なのか分かるように明確に表示》 

〈商品表面〉 

〈改善表示例〉 
（1）加工地、原料原産地名を明記 

（2）沼津は加工地である旨を明記 

沼津産 
あじの開き 

改善 

名称 
原材料名 
内容量 
消費期限 
保存方法 
製造者 

あじの開き 
真あじ（A国産）、食塩 
1尾 
平成××年××月××日 
10℃以下で保存してください。 
××株式会社　××県××市××町×-× 

〈一括表示欄〉 

あじの開き 
　加工地：沼津 
　原料原産地名：A国 

あじの開き 
（沼津加工） 

（3）産地名に関する強調表示を行わない 

あじの開き 

客観的な期限の設定は、どのような根拠に
基づいて行うのですか。

期限の設定を適切に行うためには、食品等の特性、
品質変化の要因や製造時の衛生管理の状態、原材料
の衛生状態、保存状態等の当該食品に関する知見や
情報を有している必要があることから、食品等事業

者(表示義務者）が期限の設定を行うことになります。
このため、食品等事業者においては、客観的な期限の設定
のために、微生物試験、理化学試験、官能試験等含め、こ
れまで商品の開発・営業等により蓄積した経験や知識等を
有効に活用することにより、科学的・合理的な根拠に基づ
いて期限を設定することが必要になります。

Ｑ 

A
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生鮮食品品質表示基準（平成12年3月31日農林水産省告示第514号）
平成12年3月31日制定

平成18年2月28日改正

（適用の範囲）

第1条　この基準は、生鮮食品に適用する。

（定義）

第2条　この基準において、次の表の左欄に掲げる用語の定義は、それぞれ同表の

右欄に掲げるとおりとする。

（表示事項）

第3条　生鮮食品の品質に関し、販売業者（販売業者以外の包装等を行う者が表示

する場合には、その者を含む。以下同じ。）が表示すべき事項は、次のとおりと

する。ただし、生鮮食品を生産（採取及び採捕を含む。以下同じ。）し、一般消

費者に直接販売する場合又は生鮮食品を設備を設けて飲食させる場合はこの限り

でない。

(1) 名称

(2) 原産地

2 特定商品の販売に係る計量に関する政令（平成5年政令第249号）第5条に規定

する特定商品であって容器に入れ、又は包装されたものについては、販売業者が

その容器又は包装に表示すべき事項は、前項各号に掲げるもののほか、内容量、

販売業者の氏名又は名称及び住所とする。

（表示の方法）

第4条　前条第1項第1号及び第2号に掲げる事項並びに同条第２項の内容量の表示

に際しては、販売業者は、次の各号に規定するところによらなければならない。

(1) 名称

その内容を表す一般的な名称を記載すること。

(2) 原産地

次に定めるところにより事実に即して記載すること。ただし、同じ種類の生

鮮食品であって複数の原産地のものを混合した場合にあっては当該生鮮食品の

製品に占める重量の割合の多いものから順に記載し、異なる種類の生鮮食品で

あって複数の原産地のものを詰め合わせた場合にあっては当該生鮮食品それぞ

れの名称に併記すること。

ア　農産物

国産品にあっては都道府県名を、輸入品にあっては原産国名を記載するこ

と。ただし、国産品にあっては市町村名その他一般に知られている地名を、

輸入品にあっては一般に知られている地名を原産地として記載することがで

きる。この場合においては、都道府県名又は原産国名の記載を省略すること

ができる。

イ　畜産物

(ｱ) 国産品（国内における飼養期間が外国における飼養期間（2以上の外国

において飼養された場合には、それぞれの国における飼養期間。以下同じ。）

より短い家畜を国内でと畜して生産したものを除く。）にあっては国産であ

る旨を、輸入品（国内における飼養期間が外国における飼養期間より短い

家畜を国内でと畜して生産したものを含む。）にあっては原産国名（2以上

の外国において飼養された場合には、飼養期間が最も長い国の国名）を記

載すること。ただし、国産品にあっては主たる飼養地が属する都道府県名、

市町村名その他一般に知られている地名を原産地として記載することがで

きる。この場合においては、国産である旨の記載を省略することができる。

(ｲ) 国産品に主たる飼養地が属する都道府県と異なる都道府県に属する地名を

記載するときは、当該地名のほか、主たる飼養地が属する都道府県名、市町

村名その他一般に知られている地名を原産地として記載しなければならない。

ウ　水産物

(ｱ) 国産品にあっては生産した水域の名称（以下「水域名」という。）又は

地域名（主たる養殖場が属する都道府県名をいう。）を、輸入品にあっては

原産国名を記載すること。ただし、水域名の記載が困難な場合にあっては、

水揚げした港名又は水揚げした港が属する都道府県名をもって水域名の記

載に代えることができる。

(ｲ) (ｱ)の規定にかかわらず、国産品にあっては水域名に水揚げした港名又は

水揚げした港が属する都道府県名を、輸入品にあっては原産国名に水域名を

併記することができる。

(3) 内容量

計量法（平成4年法律第51号）の例により表示すること。

2 前条第1項に規定する事項の表示は、小売販売業者以外の販売業者にあっては容

器若しくは包装の見やすい箇所、送り状又は納品書等に、小売販売業者にあって

は容器若しくは包装の見やすい箇所又は製品に近接した掲示その他の見やすい場

所にしなければならない。

3 前条第2項に規定する事項の表示は、容器又は包装の見やすい箇所にしなければ

ならない。

4 容器又は包装に印刷する表示に用いる文字は、日本工業規格Z8305（1962）に規

定する8ポイントの活字以上の大きさの統一のとれた活字としなければならない。

（その他の表示事項及びその表示の方法）

第5条　第3条に規定するもののほか、放射線を照射した製品（容器に入れ、又は包

装されたものに限る。）にあっては、その旨を容器又は包装の見やすい箇所に記

載すること。

（表示禁止事項）

第6条　次に掲げる事項は、これを表示してはならない。

(1) 実際のものより著しく優良又は有利であると誤認させる用語

(2) 第3条の規定により表示すべき事項の内容と矛盾する用語

(3) その他製品の品質を誤認させるような文字、絵、写真その他の表示

（その他生鮮食品の品質に関する表示に係る基準）

第7条　第３条から前条までに定めるもののほか、販売業者は、生鮮食品の品質に関

し表示する場合には、別に農林水産大臣が定めるところによらなければならない。

2 第３条から前条まで及び前項に定めるもののほか、農林水産大臣が農林物資の

規格化及び品質表示の適正化に関する法律（昭和25年法律第175号）第19条の13

第2項の規定に基づき定める品質に関する表示の基準に別段の定めがあるときは、

その定めるところによるものとする。

別表（第2条関係）

1 農産物（きのこ類、山菜類及びたけのこを含む。）

(1) 米穀（収穫後調整、選別、水洗い等を行ったもの、単に切断したもの及び精

麦又は雑穀を混合したものを含む。）

玄米、精米

(2) 雑穀（収穫後調整、選別、水洗い等を行ったもの及び単に切断したものを含む。）

とうもろこし、あわ、ひえ、そば、きび、もろこし、はとむぎ、その他の雑穀

(3) 豆類（収穫後調整、選別、水洗い等を行ったもの及び単に切断したものを含

み、未成熟のものを除く。）

大豆、小豆、いんげん、えんどう、ささげ、そら豆、緑豆、落花生、その他の豆類

(4) 野菜（収穫後調整、選別、水洗い等を行ったもの、単に切断したもの及び単

に冷凍したものを含む。）

根菜類、葉茎菜類、果菜類、香辛野菜及びつまもの類、きのこ類、山菜類、

果実的野菜、その他の野菜

(5) 果実（収穫後調整、選別、水洗い等を行ったもの、単に切断したもの及び単

に冷凍したものを含む。）

かんきつ類、仁果類、核果類、しょう果類、殻果類、熱帯性及び亜熱帯性果

実、その他の果実

2 畜産物

(1) 肉類（単に切断、薄切り等したもの並びに単に冷蔵及び冷凍したものを含む。）

牛肉、豚肉及びいのしし肉、馬肉、めん羊肉、やぎ肉、うさぎ肉、家きん肉、

その他の肉類

(2) 食用鳥卵（殻付きのものに限る。）

鶏卵、アヒルの卵、うずらの卵、その他の食用鳥卵

3 水産物（ラウンド、セミドレス、ドレス、フィレー、切り身、刺身（盛り合わ

せたものを除く。）、むき身、単に冷凍及び解凍したもの並びに生きたものを含む。）

(1) 魚類

淡水産魚類、さく河性さけ・ます類、にしん・いわし類、かつお・まぐろ・

さば類、あじ・ぶり・しいら類、たら類、かれい・ひらめ類、すずき・たい・

にべ類、その他の魚類

(2) 貝類

しじみ・たにし類、かき類、いたやがい類、あかがい・もがい類、はまぐ

り・あさり類、ばかがい類、あわび類、さざえ類、その他の貝類

(3) 水産動物類

いか類、たこ類、えび類、いせえび・うちわえび・ざりがに類、かに類、そ

の他の甲かく類、うに・なまこ類、かめ類、その他の水産動物類

(4) 海産ほ乳動物類

鯨、いるか、その他の海産ほ乳動物類

(5) 海藻類

こんぶ類、わかめ類、のり類、あおさ類、寒天原草類、その他の海藻類

附　則

1 この告示は、農林物資の規格化及び品質表示の適正化に関する法律の一部を改

正する法律の施行の日から施行する。

2 ブロッコリー、さといも、にんにく、根しょうが、生しいたけ、ごぼう、アス

パラガス、さやえんどう及びたまねぎ以外の生鮮食品については、平成12年7月1

日以後に販売されるものから適用する。

附　則（平成16年9月14日農林水産省告示第1706号）

（施行期日）

1 この告示は、公布の日から施行する。

（経過措置）

2 平成17年10月1日以前に一般消費者に販売される生鮮食品の品質に関する表示

については、この告示による改正前の生鮮食品品質表示基準の規定の例によるこ

とができる。

附　則（平成18年2月28日農林水産省告示第210号）

（施行期日）

1 この告示は、平成18年3月1日から施行する。

水産物品質表示基準（平成12年3月31日農林水産省告示第516号）
平成12年3月31日制定

（適用の範囲）

第1条　この基準は、生鮮食品品質表示基準（平成12年3月31日農林水産省告示第

514号）の別表に掲げる水産物に適用する。

資　　　料

用　　　　語 

生 鮮 食 品 

小売販売業者 

定　　　　　　　　　　　　　　義 

加工食品（加工食品品質表示基準（平成１２年３月３１日農林水産省告示第５１３号） 
第２条に規定するものをいう。）以外の飲食料品として別表に掲げるものをいう。 

販売業者のうち、一般消費者に生鮮食品を販売するものをいう。 
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（定義）

第2条　この基準において、「養殖」とは、幼魚等を重量の増加又は品質の向上を図

ることを目的として、出荷するまでの間、給餌することにより育成することをい

う。

（表示事項）

第3条　水産物の品質に関し、販売業者が表示すべき事項は、生鮮食品品質表示基

準第3条に掲げるもののほか、次のとおりとする。

(1) 冷凍したものを解凍したものである場合にはその旨

(2) 養殖されたものである場合にはその旨

（表示の方法）

第4条　前条第1号及び第2号に掲げる事項の表示に際しては、販売業者は、生鮮食

品品質表示基準第４条に規定するもののほか、次の各号に規定するところによら

なければならない。

(1) 解凍

「解凍」と記載すること。

(2) 養殖

「養殖」と記載すること。

（表示禁止事項）

第5条　生鮮食品品質表示基準第6条各号に掲げるもののほか、第3条の規定により

表示すべき事項の内容と矛盾する用語は、表示してはならない。

附　則

この告示は、農林物資の規格化及び品質表示の適正化に関する法律の一部を改正

する法律の施行の日から施行し、平成12年7月1日以後に販売される水産物に適用

する。

玄米及び精米品質表示基準（平成12年3月31日農林水産省告示第515号）
平成12年3月31日制定

平成14年5月2日改正

（適用の範囲）

第1条　この基準は、生鮮食品品質表示基準（平成12年3月31日農林水産省告示第

514号）の別表に掲げる農産物のうち、玄米及び精米（容器に入れ、又は包装さ

れたものに限る。）に適用する。

（定義）

第2条　この基準において、次の表の左欄に掲げる用語の定義は、それぞれ同表の

右欄に掲げるとおりとする。

（表示事項）

第3条　玄米及び精米の品質に関し、販売業者（精米につき、精米工場が表示する

場合には、その者を含む。以下「販売業者等」という。）が表示すべき事項は、

生鮮食品品質表示基準第３条の規定にかかわらず、次のとおりとする。

(1) 名称

(2) 原料玄米

(3) 内容量

(4) 精米年月日（原料玄米を精白した年月日をいう。以下同じ。）

(5) 販売業者等の氏名又は名称、住所及び電話番号

2 玄米にあっては、販売業者が表示すべき事項は、前項第4号に掲げる事項に代え

て、調製年月日（原料玄米を調製した年月日をいう。以下同じ。）とする。

3 輸入品であって、精米年月日又は調製年月日が明らかでないものにあっては、

第1項第4号又は前項に規定する事項に代えて、輸入年月日とする。

（表示の方法）

第4条　前条第1項第1号から第4号までに掲げる事項の表示に際しては、販売業者

等は、生鮮食品品質表示基準第４条の規定にかかわらず、次の各号に規定すると

ころによらなければならない。

(1) 名称

玄米にあっては「玄米」と、もち精米にあっては「もち精米」と、うるち精

米にあっては「うるち精米」又は「精米」と記載すること。ただし、うるち精

米のうち、胚芽を含む精米の製品に占める重量の割合が80％以上のものにあっ

ては「胚芽精米」と記載すること。

(2) 原料玄米

原料玄米の表示を、次に定めるところにより記載すること。

ア 産地、品種及び産年（生産年をいう。以下同じ。）が同一である原料玄米を

用い、かつ、当該原料玄米の産地、品種及び産年について証明（国産品にあ

っては、農産物検査法（昭和26年法律第144号）による証明をいい、輸入品

にあっては、輸出国の公的機関等による証明をいう。以下同じ。）を受けた原

料玄米にあっては、産地、品種、産年及び使用割合（原料玄米の製品に占め

る重量の割合をいう。以下同じ。）を表示することとし、この場合における産

地及び使用割合は、次の各号に規定するところにより記載すること。

(ｱ) 産地

国産品にあっては都道府県名、市町村名その他一般に知られている地名

を、輸入品にあっては原産国名又は原産国名及び一般に知られている地名

を記載すること。

(ｲ) 使用割合

「100％」と記載すること。

イ アに規定する原料玄米以外の原料玄米を用いる場合には、「複数原料米」等

原料玄米の産地、品種若しくは産年が同一でないか、又は産地、品種若しく

は産年の全部若しくは一部が証明を受けていない旨を記載し、その産地及び

使用割合を併記すること。この場合、国産品にあっては「国内産　△△％」

と、輸入品にあっては原産国ごとに「○○産　△△％」と、国産品及び原産

国ごとの使用割合の多い順に記載し、「○○」には国名、「△△」には使用割

合を表す数字を記載すること（イからエにおいて同じ。）。

ウ イの場合において原料玄米に産地、品種又は産年について証明を受けたも

の（以下「証明米」という。）が含まれている場合にあっては、当該証明米に

ついてイの規定による「国内産　△△％」又は「○○産　△△％」の表示の

次に括弧を付して産地、品種及び産年の３つの表示項目の全部又は一部をそ

れぞれに対応する使用割合と併せて記載することができる。なお、この場合

において産地はアの(ｱ)に規定するところにより記載し、次の各号に掲げる場

合にあってはそれぞれ当該各号の定めるところにより記載すること。

(ｱ) 複数の証明米について表示する場合にあっては、当該証明米の使用割合

の多い順に記載すること。

(ｲ) 複数の証明米を混合して用いた場合にあっては、当該複数の証明米のう

ち一部の証明米のみについて表示することができる。

(ｳ) 産地、品種及び産年の３つの表示項目の一部を表示する場合にあっては、

表示するすべての証明米について表示項目をそろえて記載すること。

エ イの場合において原料玄米に産地、品種及び産年の全部について証明を受

けていない原料玄米（以下「未検査米」という。）が含まれている場合にあっ

ては、当該未検査米についてイの規定による「国内産　△△％」又は「○○

産　△△％」の表示の次に括弧を付して「未検査米　△△％」と記載するこ

とができる。

(3) 内容量

内容重量をグラム又はキログラムの単位で、単位を明記して記載すること。

ただし、精麦又は雑穀を混合したものにあっては、精麦又は雑穀を合計した内

容重量とし、内容重量の表示の次に括弧を付して精麦又は雑穀の最も一般的な

名称にその重量及び単位を併記して記載すること。

(4) 精米年月日

ア 調製年月日、精米年月日又は輸入年月日を次の例のいずれかにより記載す

ること。ただし、 (ｲ)、(ｳ)又は(ｴ)の場合であって、「．」を印字することが

困難であるときは「．」を省略することができる。この場合において、月又は

日が1桁の場合は、2桁目は「0」とすること。

(ｱ) 平成12年4月1日

(ｲ) 12.4.1

(ｳ) 2000.4.1

(ｴ) 00.4.1

イ 調製年月日、精米年月日若しくは輸入年月日の異なるものを混合したもの

にあっては、最も古い調製年月日、精米年月日又は輸入年月日を記載すること。

2 前条に規定する事項の表示は、別記様式により、容器又は包装の見やすい箇所

に一括して表示しなければならない。

（表示禁止事項）

第5条　生鮮食品品質表示基準第6条第1号及び第3号に掲げるもののほか、次に掲

げる事項は、これを表示してはならない。ただし、(5)及び(6)に掲げる事項につ

いては、前条に規定するところにより表示する場合を除く。

(1) 第3条の規定により表示すべき事項の内容と矛盾する用語

(2) 原料玄米が国産品であり、かつ、未検査米である場合については、その産地

について都道府県名、市町村名その他一般に知られている地名を表す用語、原

料玄米が輸入品であり、かつ、未検査米である場合については、その産地につ

いて一般に知られている地名を表す用語

(3) 未検査米の原料玄米にあっては、品種又は産年を表す用語

(4) 「新米」の用語（原料玄米が生産された当該年の12月31日までに容器に入

れられ、若しくは包装された玄米又は原料玄米が生産された当該年の12月31

日までに精白され、容器に入れられ、若しくは包装された精米を除く。）

(5) 原料玄米のうち使用割合が50％未満であるものについて、当該原料玄米の

産地（国産品又は輸入品の別を含む。以下同じ。）、品種又は産年を表す用語

（使用割合を、産地、品種又は産年を表す用語のうち最も大きく表示してある

ものと同程度以上の大きさで付してあるものを除く。）

(6) 産地、品種又は産年を表す用語を表示する場合にあっては、当該用語のうち

最も大きく表示してあるものよりも小さい大きさで付してある「ブレンド」そ

の他産地、品種及び産年が同一でない原料玄米を用いていることを示す用語

別記様式（第4条関係）

備考

1 表示に用いる文字及び枠の色は、背景の色と対照的な色とすること。

2 表示に用いる文字は、日本工業規格Z8305（1962）に規定する12ポイント

（内容量が3キログラム以下のものにあっては、日本工業規格Z8305（1962）

に規定する8ポイント）の活字以上の大きさの統一のとれた活字としなければな

らない。

用　　　語 
玄米 
精米 
もち精米 
うるち精米 
原料玄米 

 
もみから、もみ殻を取り除いて調製したものをいう。 
玄米のぬか層の全部又は一部を取り除いて精白したものをいう。 
精米のうち、でん粉にアミロース成分を含まない精米をいう。 
もち精米以外の精米をいう。 
製品の原料として使用される玄米をいう。 

定　　　　　　　　　　　　　　　義 

名　　　称 
原 料 玄 米 
 
内　容　量 
精米年月日 
販　売　者 

産 　 　 地  品 　 　 種  産 　 　 年  使 用 割 合  
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3 この様式中「名称」とあるのは、これに代えて、「品名」と記載することがで

きる。

4 産地、品種又は産年を表示しないものにあっては、この様式中その項目を省

略することができる。

5 産年及び精米年月日をこの様式に従い表示することが困難な場合には、この

様式の産年及び精米年月日の欄に記載箇所を表示すれば、他の箇所に記載する

ことができる。

6 玄米にあっては、この様式中「精米年月日」を「調製年月日」とすること。

7 輸入品であって、調製年月日又は精米年月日が明らかでないものにあっては、

この様式中「調製年月日」又は「精米年月日」を「輸入年月日」とすること。

8 表示を行う者が精米工場である場合にあっては、この様式中「販売者」を

「精米工場」とすること。

9 この様式は、縦書とすることができる。

10 この様式の枠を記載することが困難な場合には、枠を省略することができる。

附　則

この告示は、農林物資の規格化及び品質表示の適正化に関する法律の一部を改正

する法律の施行の日から施行し、平成13年４月１日以後に販売される玄米及び精米

に適用する。

附　則（平成14年5月2日農林水産省告示第1008号）

1 この告示は、公示の日から施行する。

2 平成14年8月31日以前に販売される玄米及び精米の品質に関する表示につい

ては、なお従前の例によることができる。

しいたけ品質表示基準（平成18年6月30日農林水産省告示第908号）
平成18年6月30日制定

（適用の範囲）

第1条　この基準は、生鮮食品品質表示基準（平成12年3月31日農林水産省告示第

514号）の別表に掲げる農産物のうち、しいたけに適用する。

（定義）

第2条　この基準において、次の表の左欄に掲げる用語の定義は、それぞれ同表の

右欄に掲げるとおりとする。

（表示事項）

第3条　しいたけの品質に関し、販売業者が表示すべき事項は、生鮮食品品質表示

基準第3条第1項各号及び第2項に掲げるもののほか、栽培方法とする。

（表示の方法）

第4条　前条に掲げる事項の表示に際しては、販売業者は、生鮮食品品質表示基準

第4条各号に規定するもののほか、次の各号に規定するところによらなければな

らない。

(1) 原木栽培によるしいたけにおける栽培方法

「原木」と記載すること。

(2) 菌床栽培によるしいたけにおける栽培方法

「菌床」と記載すること。

(3) 原木栽培及び菌床栽培によるしいたけを混合したものにおける栽培方法

重量の割合の多いものの順に「原木・菌床」又は「菌床・原木」と記載す

ること。

（表示禁止事項）

第5条　生鮮食品品質表示基準第6条各号に掲げるもののほか、第3条の規定により

表示すべき事項の内容と矛盾する用語は、これを表示してはならない。

附　則

（施行期日）

1 この告示は、公布の日から施行する。

（経過措置）

2 平成18年9月30日以前に一般消費者に販売されるしいたけの品質に関する表

示については、なお従前の例によることができる。

加工食品品質表示基準（平成12年3月31日農林水産省告示第513号）
平成12年3月31日制定

平成18年10月27日改正

（適用の範囲）

第1条　この基準は、加工食品（容器に入れ、又は包装されたものに限る。）に適用する。

（定義）

第2条　この基準において、次の表の左欄に掲げる用語の定義は、それぞれ同表の

右欄に掲げるとおりとする。

（義務表示事項）

第3条　加工食品の品質に関し、製造業者、加工包装業者又は輸入業者（販売業者

が製造業者、加工包装業者又は輸入業者との合意等により製造業者、加工包装業

者又は輸入業者に代わってその品質に関する表示を行うこととなっている場合に

あっては、当該販売業者。以下「製造業者等」という。）が加工食品の容器又は

包装に表示すべき事項は、次のとおりとする。ただし、飲食料品を製造し、若し

くは加工し、一般消費者に直接販売する場合又は飲食料品を設備を設けて飲食さ

せる場合はこの限りでない。

(1) 名称

(2) 原材料名

(3) 内容量

(4) 賞味期限

(5) 保存方法

(6) 製造業者等の氏名又は名称及び住所

2 固形物に充てん液を加え缶又は瓶に密封したもの（固形量の管理が困難なもの

を除く。）にあっては、製造業者等がその缶又は瓶に表示すべき事項は、前項第3

号に掲げる事項に代えて、固形量及び内容総量とする。ただし、内容総量につい

ては、固形量と内容総量がおおむね同一の場合又は充てん液を加える主たる目的

が内容物を保護するためのものである場合は、この限りでない。

3 固形物に充てん液を加え缶及び瓶以外の容器又は包装に密封したものにあって

は、製造業者等がその缶及び瓶以外の容器又は包装に表示すべき事項は、第1項第

3号に掲げる事項に代えて、固形量とすることができる。

4 品質が急速に変化しやすく製造後速やかに消費すべきものにあっては、製造業

者等がその容器又は包装に表示すべき事項は、第1項第4号に掲げる事項に代えて、

消費期限とする。

5 輸入品以外の別表2に掲げる加工食品（以下「対象加工食品」という。）にあっ

ては、製造業者等がその容器又は包装に表示すべき事項は、第1項各号に掲げるも

ののほか、原料原産地名とする。

6 輸入品にあっては、製造業者等がその容器又は包装に表示すべき事項は、第1項

各号に掲げるもののほか、原産国名とする。

7 第1項の規定にかかわらず、次の表の左欄に掲げる区分に該当するものにあって

は、同表の右欄に掲げる表示事項を省略することができる。

（表示の方法）

第4条　前条第1項第1号から第6号までに掲げる事項、同条第2項の固形量及び内容

総量、同条第3項の固形量、同条第4項の消費期限並びに同条第5項の原料原産地

名の表示に際しては、製造業者等は、次の各号に規定するところによらなければ

ならない。

(1) 名称

その内容を表す一般的な名称を記載すること。ただし、別表4の左欄に掲げ

る加工食品以外のものにあっては、それぞれ同表の右欄に掲げる規定により定

められた名称を記載してはならない。

(2) 原材料名

使用した原材料を、ア及びイの区分により、次に定めるところにより記載する

こと。

ア 食品添加物以外の原材料は、原材料に占める重量の割合の多いものから順

に、その最も一般的な名称をもって記載すること。ただし、2種類以上の原

材料からなる原材料（以下「複合原材料」という。）については、次に定める

ところにより記載すること。

(ｱ) 複合原材料の名称の次に括弧を付して、当該複合原材料の原材料を当該

複合原材料の原材料に占める重量の割合の高いものから順に、その最も一

般的な名称をもって記載すること。ただし、当該複合原材料の原材料が3

種類以上ある場合にあっては、当該複合原材料の原材料に占める重量の割

合の高い順が3位以下であって、かつ、当該割合が5％未満である原材料

について、「その他」と記載することができる。

(ｲ) 複合原材料の製品の原材料に占める重量の割合が5％未満である場合又

は複合原材料の名称からその原材料が明らかである場合には、当該複合原

材料の原材料の記載を省略することができる。

イ 食品添加物は、原材料に占める重量の割合の多いものから順に、食品衛生

法施行規則（昭和23年厚生省令第23号）第21条第1項第1号ホ及び第2号、

第11項並びに第12項の規定に従い記載すること。

ウ アの規定にかかわらず、次の表の左欄に掲げる区分に該当するものにあっ

ては、同表の右欄に掲げる名称をもって記載することができる。

用　　　語 

しいたけ 

原木栽培 

菌床栽培 

定　　　　　　　　　　　　　　義 

しいたけ菌の子実体であって全形のもの、柄を除去したもの又は柄を除 
去し、若しくは除去しないでかさを薄切り等にしたものをいう。 

おが屑にふすま、ぬか類、水等を混合してブロック状、円筒状等に固めた 
培地に種菌を植え付ける栽培方法をいう。 

クヌギ、コナラ等の原木に種菌を植え付ける栽培方法をいう。 

用　　　語 定　　　　　　　　　　　義 
加工食品 製造又は加工された飲食料品として別表１に掲げるものをいう。 

定められた方法により保存した場合において、期待されるすべての品質の保持
が十分に可能であると認められる期限を示す年月日をいう。ただし、当該期限を
超えた場合であっても、これらの品質が保持されていることがあるものとする。 

定められた方法により保存した場合において、腐敗、変敗その他の品質の劣化に
伴い安全性を欠くこととなるおそれがないと認められる期限を示す年月日をいう。 

消費期限 

賞味期限 

区　　分 表　示　事　項 

原材料名、賞味期限又は消費期限、 
保存方法及び原料原産地名 

常温で保存すること以外にその保存方法に関し留意 
すべき特段の事項がないもの 

内容量を外見上容易に識別できるもの（特定商品の
販売に係る計量に関する政令（平成５年政令第２４９号）
第５条に掲げる特定商品を除く。） 

容器又は包装の面積が３０cm2以下であるもの 

原材料名 

内容量 

賞味期限及び保存方法 

保存方法 

品質の変化が極めて少ないものとして別表３に掲げるもの 

原材料が１種類のみであるもの(缶詰及び食肉製品を除く。） 
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エ 農林物資の規格化及び品質表示の適正化に関する法律（昭和25年法律第

175号。以下「法」という。）第14条の規定により格付された有機農産物

（有機農産物の日本農林規格（平成17年10月27日農林水産省告示第1605号）

第3条に規定するものをいう。以下同じ。）又は有機加工食品（有機加工食品

の日本農林規格（平成17年10月27日農林水産省告示第1606号）第3条に規

定するものをいう。以下同じ。）を原材料とする場合には、当該原材料が有機

農産物又は有機農産物加工食品である旨を記載することができる。

(3) 内容量

特定商品の販売に係る計量に関する政令第5条に掲げる特定商品については、

計量法（平成4年法律第51号）の規定により表示することとし、その他にあっ

ては内容重量、内容体積又は内容数量を表示することとし、内容重量はグラム

又はキログラムの単位で、内容体積はミリリットル又はリットルの単位で、内

容数量は個数等の単位で、単位を明記して記載すること。

(4) 固形量

固形量をグラム又はキログラムの単位で、単位を明記して記載すること。

(5) 内容総量

内容総量をグラム又はキログラムの単位で、単位を明記して記載すること。

(6) 消費期限又は賞味期限

消費期限又は賞味期限を、次に定めるところにより記載すること。

ア 製造から消費期限又は賞味期限までの期間が3月以内のものにあっては、

次の例のいずれかにより記載すること。ただし、(ｲ)、(ｳ)又は(ｴ)の場合であ

って、「．」を印字することが困難であるときは、「．」を省略することができ

る。この場合において、月又は日が1桁の場合は、2桁目は「0」と記載する

こと。

(ｱ) 平成12年4月1日

(ｲ) 12.4.1

(ｳ) 2000.4.1

(ｴ) 00.4.1

イ 製造から賞味期限までの期間が3月を超えるものにあっては、次に定める

ところにより記載すること。

(ｱ) 次の例のいずれかにより記載すること。ただし、ｂ、ｃ又はｄの場合で

あって、「．」を印字することが困難であるときは、「．」を省略することが

できる。この場合において、月が1桁の場合は、2桁目は「0」と記載する

こと。

ａ　平成12年4月

ｂ　12.4

ｃ　2000.4

ｄ　00.4

(ｲ) (ｱ)の規定にかかわらず、アに定めるところにより記載することができる。

(7) 保存方法

製品の特性に従って、「直射日光を避け、常温で保存すること」、「10℃以下

で保存すること」等と記載すること。

(8) 原料原産地名

対象加工食品にあっては、主な原材料（原材料に占める重量の割合が最も多

い生鮮食品（生鮮食品品質表示基準（平成12年3月31日農林水産省告示第514

号）第2条に規定するものをいう。以下同じ。）で、かつ、当該割合が50％以上

であるものをいう。以下同じ。）の原産地を、次に定めるところにより事実に

即して記載すること。

ア 国産品にあっては国産である旨を、輸入品にあっては原産国名を記載する

こと。ただし、国産品にあっては、国産である旨の記載に代えて次に掲げる

地名を記載することができる。

(ｱ) 農産物にあっては、都道府県名その他一般に知られている地名

(ｲ) 畜産物にあっては、主たる飼養地が属する都道府県名その他一般に知ら

れている地名

(ｳ) 水産物にあっては、生産（採取及び採捕を含む。）した水域の名称（以

下「水域名」という。）、水揚げした港名、水揚げした港又は主たる養殖場

が属する都道府県名その他一般に知られている地名

イ　輸入された水産物にあっては、原産国名に水域名を併記することができる。

ウ 主な原材料の原産地が2以上ある場合にあっては、原材料に占める重量の

割合の多いものから順に記載すること。

エ 主な原材料の原産地が3以上ある場合にあっては、原材料に占める重量の

割合の多いものから順に2以上記載し、その他の原産地を「その他」と記載

することができる。

オ 主な原材料の性質等により特別の事情がある場合には、おおむね特定され

た原産地をアからエまでの規定により記載することができる。この場合には、

その旨が認識できるよう、必要な表示をすること。

(9) 製造業者等の氏名又は名称及び住所

製造業者等のうち表示内容に責任を有するものの氏名又は名称及び住所を記

載すること。

2 前条に規定する事項の表示は、次に定めるところにより、容器又は包装の見や

すい箇所にしなければならない。ただし、容器又は包装を包装紙等で包装する場

合又は紙箱等に入れる場合にあっては、包装紙等若しくは紙箱等に必要な表示を

し、容器若しくは包装の表示が包装紙等若しくは紙箱等を透かして見えるように

し、又は包装紙等若しくは紙箱等で覆われないようにすること。

(1) 表示は、別記様式により行うこと。ただし、義務表示事項を別記様式による

表示と同等程度に分かりやすく一括して記載する場合は、この限りでない。

(2) 表示に用いる文字及び枠の色は、背景の色と対照的な色とすること。

(3) 表示に用いる文字は、日本工業規格Z8305（1962）に規定する8ポイント

の活字以上の大きさの統一のとれた活字とすること。ただし、表示可能面積が

おおむね150cm2以下のものにあっては、日本工業規格Z8305（1962）に規

定する5.5ポイント以上の大きさの活字とすることができる。

(4) 名称については、第1号の規定にかかわらず、商品の主要面に記載すること

ができる。この場合において、内容量についても、名称と同じ面に記載するこ

とができる。

(5) 原材料名を他の義務表示事項と一括して表示することが困難な場合には、第

1号の規定にかかわらず、義務表示事項を一括して表示する箇所に記載箇所を

表示すれば、他の箇所に記載することができる。

(6) 内容量を他の義務表示事項と一括して表示することが困難な場合には、第1

号の規定にかかわらず、義務表示事項を一括して表示する箇所に記載箇所を表

示すれば、他の箇所に記載することができる。

(7) 消費期限又は賞味期限を他の義務表示事項と一括して表示することが困難な

場合には、第1号の規定にかかわらず、義務表示事項を一括して表示する箇所

にそれらの記載箇所を表示すれば、他の箇所に記載することができる。この場

合において、保存方法についても、義務表示事項を一括して表示する箇所にそ

の記載箇所を表示すれば、消費期限又は賞味期限の記載箇所に近接して記載す

ることができる。

(8) 原料原産地名については、主な原材料名に対応させて記載することとし、必

要に応じ、主な原材料名の次に括弧を付して記載することができる。

(9) 原料原産地名を他の義務表示事項と一括して表示することが困難な場合に

は、第1号の規定にかかわらず、義務表示事項を一括して表示する箇所にその

記載箇所を表示すれば、他の箇所に記載することができる。

3 対象加工食品にあっては主な原材料以外の原材料の原産地を、対象加工食品以

外の加工食品にあっては原材料の原産地を第1項第8号アからオまでの規定により

記載することができる。この場合において、これらの規定中「主な原材料」とあ

るのは、「原材料」と読み替えるものとする。

4 第2項の規定は、前項の原材料の原産地の記載について準用する。この場合にお

いて、第2項第8号中「主な原材料名」とあるのは、「原材料名」と読み替えるもの

とする。

（特色のある原材料等の表示）

第5条　特定の原産地のもの、有機農産物、有機畜産物、有機加工食品その他の使

用した原材料が特色のあるものである旨を表示する場合又は製品の名称が特色の

ある原材料を使用した旨を示すものである場合にあっては、第4条第1項第8号及

び第3項の規定により表示する場合を除き、次の各号に掲げるいずれかの割合を

当該表示に近接した箇所又は第3条第1項第2号の原材料名の次に括弧を付して記

載すること。ただし、その割合が100％である場合にあっては、割合の表示を省

略することができる。

(1) 特色のある原材料の製品の原材料に占める重量の割合

(2) 特色のある原材料の特色のある原材料及び特色のある原材料と同一の種類の

原材料を合わせたものに占める重量の割合（この場合において、特色のある原

材料の特色のある原材料及び特色のある原材料と同一の種類の原材料を合わせ

たものに占める重量の割合である旨の表示を記載すること。）

2 特定の原材料の使用量が少ない旨を表示する場合にあっては、特定の原材料の

製品に占める重量の割合を当該表示に近接した箇所又は第3条第1項第2号の原材

料名の次に括弧を付して記載すること。

（表示禁止事項）

第6条　次に掲げる事項は、これを表示してはならない。

(1) 第3条の規定により表示すべき事項の内容と矛盾する用語

(2) 産地名を示す表示であって、産地名の意味を誤認させるような表示

(3) その他内容物を誤認させるような文字、絵、写真その他の表示

(4) 屋根型紙パック容器の上端の一部を一箇所切り欠いた表示（別表５の左欄に

掲げる加工食品について、同表の右欄に掲げる方法により表示する場合を除

く。）

（その他加工食品の品質に関する表示に係る基準）

第7条　第3条から前条までに定めるもののほか、製造業者等は、加工食品の品質に

区　　　　分 名　　　称 

魚類及び魚肉（特定の種類の魚類の名称を表示していない場合
に限る。） 

「植物油」、「植物脂」若
しくは「植物油脂」、「動
物油」、「動物脂」若しく
は「動物油脂」又は「加
工油」、「加工脂」若しく
は「加工油脂」 

食用油脂 

でん粉 「でん粉」 

「魚」又は「魚肉」 

家きん肉（食肉製品を除き、特定の種類の家きんの名称を表示し
ていない場合に限る。） 

砂糖混合ぶどう糖果糖液糖、砂糖混合果糖ぶどう糖液糖及び砂糖
混合高果糖液糖 

香辛野菜及びつまもの類並びにその加工品（原材料に占める重
量の割合が２％以下のものに限る。） 

糖液をしん透させた果実（原材料に占める重量の割合が１０％以
下のものに限る。） 

弁当に含まれる副食物（外観からその原材料が明らかなものに限
る。） 

香辛料及び香辛料エキス（既存添加物名簿（平成８年厚生省告示
第１２０号）に掲げる食品添加物に該当するものを除き、原材料に
占める重量の割合が２％以下のものに限る。） 

「砂糖混合異性化液糖」
又は「砂糖・異性化液糖」 

「鳥肉」 

「ぶどう糖」 無水結晶ぶどう糖、含水結晶ぶどう糖及び全糖ぶどう糖 

「異性化液糖」 

「糖果」 

「おかず」 

「香草」又は「混合香草」 

「香辛料」又は「混合香 
辛料」 

ぶどう糖果糖液糖、果糖ぶどう糖液糖及び高果糖液糖 
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関し表示する場合には、別に農林水産大臣が定めるところによらなければならな

い。

2 第3条から前条まで及び前項に定めるもののほか、農林水産大臣が法第19条の

13第2項の規定に基づき定める品質に関する表示の基準に別段の定めがあるとき

は、その定めるところによるものとする。

別表1（第2条関係）

1 麦類

精麦

2 粉類

米粉、小麦粉、雑穀粉、豆粉、いも粉、調製穀粉、その他の粉類

3 でん粉

小麦でん粉、とうもろこしでん粉、甘しょでん粉、馬鈴しょでん粉、タピオ

カでん粉、サゴでん粉、その他のでん粉

4 野菜加工品

野菜缶・瓶詰、トマト加工品、きのこ類加工品、塩蔵野菜（漬物を除く。）、

野菜漬物、野菜冷凍食品、乾燥野菜、野菜つくだ煮、その他の野菜加工品

5 果実加工品

果実缶・瓶詰、ジャム・マーマレード及び果実バター、果実漬物、乾燥果実、

果実冷凍食品、その他の果実加工品

6 茶、コーヒー及びココアの調製品

茶、コーヒー製品、ココア製品

7 香辛料

ブラックペッパー、ホワイトペッパー、レッドペッパー、シナモン（桂皮）、

クローブ（丁子）、ナツメグ（肉ずく）、サフラン、ローレル（月桂葉）、パプ

リカ、オールスパイス（百味こしょう）、さんしょう、カレー粉、からし粉、

わさび粉、しょうが、その他の香辛料

8 めん・パン類

めん類、パン類

9 穀類加工品

アルファー化穀類、米加工品、オートミール、パン粉、ふ、麦茶、その他の

穀類加工品

10 菓子類

ビスケット類、焼き菓子、米菓、油菓子、和生菓子、洋生菓子、半生菓子、

和干菓子、キャンデー類、チョコレート類、チューインガム、砂糖漬菓子、

スナック菓子、冷菓、その他の菓子類

11 豆類の調製品

あん、煮豆、豆腐・油揚げ類、ゆば、凍豆腐、納豆、きなこ、ピーナッツ製

品、いり豆類、その他の豆類の調製品

12 砂糖類

砂糖、糖みつ、糖類

13 その他の農産加工品

こんにゃく、その他1から12に掲げるものに分類されない農産加工食品

14 食肉製品

加工食肉製品、鳥獣肉の缶・瓶詰、加工鳥獣肉冷凍食品、その他の食肉製品

15 酪農製品

牛乳、加工乳、乳飲料、練乳及び濃縮乳、粉乳、はっ酵乳及び乳酸菌飲料、

バター、チーズ、アイスクリーム類、その他の酪農製品

16 加工卵製品

鶏卵の加工製品、その他の加工卵製品

17 その他の畜産加工品

はちみつ、その他14から16に分類されない畜産加工食品

18 加工魚介類

素干魚介類、塩干魚介類、煮干魚介類、塩蔵魚介類、缶詰魚介類、加工水産

物冷凍食品、練り製品、その他の加工魚介類

19 加工海藻類

こんぶ、こんぶ加工品、干のり、のり加工品、干わかめ類、干ひじき、干あ

らめ、寒天、その他の加工海藻類

20 その他の水産加工食品

その他18及び19に分類されない水産加工食品

21 調味料及びスープ

食塩、みそ、しょうゆ、ソース、食酢、うま味調味料、調味料関連製品、ス

ープ、その他の調味料及びスープ

22 食用油脂

食用植物油脂、食用動物油脂、食用加工油脂

23 調理食品

調理冷凍食品、チルド食品、レトルトパウチ食品、弁当、そうざい、その他

の調理食品

24 その他の加工食品

イースト及びふくらし粉、植物性たん白及び調味植物性たん白、麦芽及び麦

芽抽出物並びに麦芽シロップ、粉末ジュース、その他21から23に分類され

ない加工食品

25 飲料等

飲料水、清涼飲料、氷、その他の飲料

別表2（第3条関係）

1 乾燥きのこ類、乾燥野菜及び乾燥果実（フレーク状又は粉末状にしたものを

除く。）

2 塩蔵したきのこ類、塩蔵野菜及び塩蔵果実（農産物漬物品質表示基準（平成

12年12月28日農林水産省告示第1747号）第2条に規定する農産物漬物を除

く。）

3 ゆで、又は蒸したきのこ類、野菜及び豆類並びにあん（缶詰、瓶詰及びレト

ルトパウチ食品に該当するものを除く。）

4 異種混合したカット野菜、異種混合したカット果実その他野菜、果実及びき

のこ類を異種混合したもの（切断せずに詰め合わせたものを除く。）

5 緑茶

6 もち

7 いりさや落花生、いり落花生及びいり豆類

8 こんにゃく

9 調味した食肉（加熱調理したもの及び調理冷凍食品に該当するものを除く。）

10 ゆで、又は蒸した食肉及び食用鳥卵（缶詰、瓶詰及びレトルトパウチ食品に

該当するものを除く。）

11 表面をあぶった食肉

12 フライ種として衣をつけた食肉（加熱調理したもの及び調理冷凍食品に該当

するものを除く。）

13 合挽肉その他異種混合した食肉（肉塊又は挽肉を容器に詰め、成形したもの

を含む。）

14 素干魚介類、塩干魚介類、煮干魚介類及びこんぶ、干のり、焼きのりその他

干した海藻類（細切若しくは細刻したもの又は粉末状にしたものを除く。）

15 塩蔵魚介類及び塩蔵海藻類

16 調味した魚介類及び海藻類（加熱調理したもの及び調理冷凍食品に該当する

もの並びに缶詰、瓶詰及びレトルトパウチ食品に該当するものを除く。）

17 ゆで、又は蒸した魚介類及び海藻類（缶詰、瓶詰及びレトルトパウチ食品に

該当するものを除く。）

18 表面をあぶった魚介類

19 フライ種として衣をつけた魚介類（加熱調理したもの及び調理冷凍食品に該

当するものを除く。）

20 4又は13に掲げるもののほか、生鮮食品を異種混合したもの（切断せずに詰

め合わせたものを除く。）

別表3（第3条関係）

1 でん粉

2 チューインガム及び冷菓

3 砂糖

4 アイスクリーム類

5 食塩及びうま味調味料

6 飲料水及び清涼飲料水（ガラス瓶入りのもの（紙栓をつけたものを除く。）

又はポリエチレン製容器入りのものに限る。）並びに氷

別表4（第4条関係）

即席めん類 
 
生タイプ即席めん 
 
マカロニ類 
 
凍豆腐 
 
ハム類 
 
プレスハム 
 
混合プレスハム 
 
ソーセージ 
 
混合ソーセージ 
 
ベーコン類 
 
特殊包装かまぼこ類 
 
魚肉ハム及び 
魚肉ソーセージ 
削りぶし 
 
うに加工品 
 
うにあえもの 
 
乾燥わかめ 
 
塩蔵わかめ 
 
みそ 
 

即席めん類品質表示基準 

（平成12年12月19日農林水産省告示第1641号）第４条第１項第１号 

生タイプ即席めん品質表示基準 

（平成12年12月19日農林水産省告示第1642号）第４条第１項第１号 

マカロニ類品質表示基準 

（平成12年12月19日農林水産省告示第1643号）第４条第１項第１号 

凍豆腐品質表示基準 

（平成12年12月19日農林水産省告示第1645号）第４条第１項第１号 

ハム類品質表示基準 

（平成12年12月19日農林水産省告示第1647号）第３条第１項第１号 

プレスハム品質表示基準 

（平成12年12月19日農林水産省告示第1648号）第３条第１項第１号 

混合プレスハム品質表示基準 

（平成12年12月19日農林水産省告示第1649号）第３条第１項第１号 

ソーセージ品質表示基準 

（平成12年12月19日農林水産省告示第1650号）第４条第１項第１号 

混合ソーセージ品質表示基準 

（平成12年12月19日農林水産省告示第1651号）第４条第１項第１号 

ベーコン類品質表示基準 

（平成12年12月19日農林水産省告示第1652号）第３条第１項第１号 

特殊包装かまぼこ類品質表示基準 

（平成12年12月19日農林水産省告示第1656号）第４条第１項第１号 

魚肉ハム及び魚肉ソーセージ品質表示基準 

（平成12年12月19日農林水産省告示第1658号）第４条第１項第１号 

削りぶし品質表示基準 

（平成12年12月19日農林水産省告示第1659号）第４条第１項第１号 

うに加工品品質表示基準 

（平成12年12月19日農林水産省告示第1660号）第４条第１項第１号 

うにあえもの品質表示基準 

（平成12年12月19日農林水産省告示第1661号）第４条第１項第１号 

乾燥わかめ品質表示基準 

（平成12年12月19日農林水産省告示第1662号）第３条第１号 

塩蔵わかめ品質表示基準 

（平成12年12月19日農林水産省告示第1663号）第４条第１項第１号 

みそ品質表示基準 

（平成12年12月19日農林水産省告示第1664号）第３条第１号 

加　工　食　品 規　　　　　　定 

トマト加工品 
 
乾しいたけ 
 
にんじんジュース及び 
にんじんミックスジュース　 

トマト加工品品質表示基準 

（平成12年12月19日農林水産省告示第1632号）第４条第１項第１号 

乾しいたけ品質表示基準 

（平成12年12月19日農林水産省告示第1633号）第４条第１号 

にんじんジュース及びにんじんミックスジュース品質表示基準 

（平成12年12月19日農林水産省告示第1634号）第３条第１号 
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別記様式（第4条関係）

備　考

1 この様式中「名称」とあるのは、これに代えて「品名」、「種類別」又は「種

類別名称」と記載することができる。

2 第3条第4項の規定により、賞味期限に代えて消費期限を表示すべき場合にあ

っては、この様式中「賞味期限」を「消費期限」とすること。

3 表示内容に責任を有する者が販売業者、加工包装業者又は輸入業者である場

合にあっては、この様式中「製造者」とあるのはそれぞれ「販売者」、「加工者」

又は「輸入者」とすること。

4 第3条第7項の規定により表示しない項目については、この様式中当該項目を

省略すること。

5 第4条第2項第4号又は第8号の規定により記載する場合にあっては、この様式

中それぞれ名称､内容量又は原料原産地名の項目を省略することができる。

6 この様式は、縦書とすることができる。

7 この様式の枠を記載することが困難な場合には、枠を省略することができる。

8 法第19条の13第2項の規定に基づき制定された品質に関する表示の基準に定

められた一括表示事項、不当景品類及び不当表示防止法（昭和37年法律第134

号）第12条の規定に基づく公正競争規約に定められた表示事項その他法令によ

り表示すべき事項及び一般消費者の選択に資する適切な表示事項は、枠内に記

載することができる。

附　則

１ この告示は、農林物資の規格化及び品質表示の適正化に関する法律の一部を

改正する法律の施行の日から施行する。

２ この告示の施行の際現に農林物資の規格化及び品質表示の適正化に関する法

律の一部を改正する法律による改正前の農林物資の規格化及び品質表示の適正

化に関する法律第19条の8第1項の規定に基づき品質に関する表示の基準が定

められている農林物資以外の農林物資については、平成13年4月1日以後に製

造、加工又は輸入されるものから適用する。

附　則（平成12年12月19日農林水産省告示第1630号）

この告示は、公布の日から施行する。

附　則（平成13年9月28日農林水産省告示第1336号）

この告示は、公布の日から起算して7日を経過した日から施行する。

附　則（平成15年7月31日農林水産省告示第1108号）

1 この告示は、公示の日から施行する。

2 この告示の施行の日以前に製造、加工又は輸入された加工食品の品質に関す

る表示については、この告示による改正前の加工食品品質表示基準の規定の例

によることができる

3 平成17年7月31日以前に製造、加工又は輸入される加工食品の品質に関する

表示については、この告示による改正前の加工食品品質表示基準の規定の例に

よることができる。

附　則（平成15年9月10日農林水産省告示第1402号）

この告示は、公布の日から起算して30日を経過した日から施行する。

附　則（平成16年7月14日農林水産省告示第1360号）

（施行期日）

1 この告示は、公布の日から起算して30日を経過した日から施行する。

附　則（平成16年9月14日農林水産省告示第1705号）

（施行期日）

1 この告示は、公布の日から施行する。

（経過措置）

2 平成18年10月1日以前に製造され、加工され又は輸入される加工食品の品質

に関する表示については、この告示による改正前の加工食品品質表示基準の規

定の例によることができる。

（別表2に掲げる加工食品の見直し）

3 別表2に掲げる加工食品については、製造及び流通の実態、消費者の関心、

国際的な規格の検討の状況等を踏まえ、必要な見直しを行うものとする。

（塩干魚類品質表示基準及び塩蔵魚類品質表示基準の廃止）

4 塩干魚類品質表示基準（平成13年4月25日農林水産省告示第587号）及び塩蔵

魚類品質表示基準（平成13年4月25日農林水産省告示第588号）は、廃止する。

附　則（平成17年10月5日農林水産省告示第1512号）

（施行期日）

1 この告示は、公布の日から起算して30日を経過した日から施行する。

附　則（平成18年2月28日農林水産省告示第210号）

（施行期日）

1 この告示は、平成18年3月1日から施行する。

附　則（平成18年6月30日農林水産省告示第909号）

（施行期日）

1 この告示は、公布の日から施行する。

附　則（平成18年8月1日農林水産省告示第1051号）

（施行期日）

1 この告示は、公布の日から施行する。

（経過措置）

2 平成20年7月31日以前に製造され、加工され、又は輸入される加工食品の品

質に関する表示については、この告示による改正前の加工食品品質表示基準の

規定の例によることができる。

（遺伝子組換えに関する表示に係る加工食品品質表示基準第7条第1項及び生鮮食

品品質表示基準第7条第1項の規定に基づく農林水産大臣の定める基準の一部改正）

3 遺伝子組換えに関する表示に係る加工食品品質表示基準第7条第1項及び生鮮

食品品質表示基準第7条第1項の規定に基づく農林水産大臣の定める基準（平成

12年3月31日農林水産省告示第517号）の一部を次のように改正する。

第3条中「製造業者又は加工包装業者」を「製造業者、加工包装業者又は輸入

業者」に改める。

附　則（平成18年10月27日農林水産省告示第1463号）

（施行期日）

1 この告示は、公布の日から起算して30日を経過した日から施行する。

附　則（平成18年10月27日農林水産省告示第1464号）

（施行期日）

1 この告示は、公布の日から起算して30日を経過した日から施行する。

遺伝子組換えに関する表示に係る加工食品品質表示基準第7条第1項及び生
鮮食品品質表示基準第7条第1項の規定に基づく農林水産大臣の定める基準
（平成12年3月31日農林水産省告示第517号）

平成12年3月31日制定

平成18年11月8日改正

（適用の範囲）

第1条　この基準は、加工食品品質表示基準第２条に規定する加工食品及び生鮮食

品品質表示基準第２条に規定する生鮮食品に適用する。

（定義）

第2条　この基準において、次の表の左欄に掲げる用語の定義は、それぞれ同表の

右欄に掲げるとおりとする。

加　工　食　品 

別表5（第6条関係） 

方　　　　　　法 

しょうゆ 
 
ウスターソース類 
 
ドレッシング及び 
ドレッシングタイプ調味料 
食酢 
 
風味調味料 
 
めん類等用つゆ 
 
乾燥スープ 
 
食用植物油脂 
 
純製ラード 
 
ショートニング 
 
マーガリン類 
 
チルドハンバーグステーキ 
 
チルドミートボール 
 
チルドぎょうざ類 
 
豆乳類 

しょうゆ品質表示基準 

（平成12年12月19日農林水産省告示第1665号）第３条第１号 

ウスターソース類品質表示基準 

（平成12年12月19日農林水産省告示第1666号）第３条第１号 

ドレッシング及びドレッシングタイプ調味料品質表示基準 

（平成12年12月19日農林水産省告示第1667号）第３条第１号 

食酢品質表示基準 

（平成12年12月19日農林水産省告示第1668号）第４条第１項第１号 

風味調味料品質表示基準 

（平成12年12月19日農林水産省告示第1669号）第４条第１項第１号 

めん類等用つゆ品質表示基準 

（平成12年12月19日農林水産省告示第1670号）第４条第１項第１号 

乾燥スープ品質表示基準 

（平成12年12月19日農林水産省告示第1671号）第４条第１項第１号 

食用植物油脂品質表示基準 

（平成12年12月19日農林水産省告示第1672号）第３条第１号 

純製ラード品質表示基準 

（平成12年12月19日農林水産省告示第1673号）第３条第１号 

ショートニング品質表示基準 

（平成12年12月19日農林水産省告示第1674号）第３条第１号 

マーガリン類品質表示基準 

（平成12年12月19日農林水産省告示第1675号）第４条第１項第１号 

チルドハンバーグステーキ品質表示基準 

（平成12年12月19日農林水産省告示第1677号）第３条第１項第１号 

チルドミートボール品質表示基準 

（平成12年12月19日農林水産省告示第1678号）第３条第１項第１号 

チルドぎょうざ類品質表示基準 

（平成12年12月19日農林水産省告示第1679号）第４条第１項第１号 

豆乳類品質表示基準 

（平成12年12月19日農林水産省告示第1684号）第４条第１項第１号 

牛乳（乳及び乳製品の成
分規格等に関する省令（昭
和２６年厚生省令第５２号）
第２条第３項に規定するも
のをいう。） 

次の図に定めるところによる。 

名　　　　称
原 材 料 名
原料原産地名
内 容 量
固 形 量
内 容 総 量
賞 味 期 限
保 存 方 法
原 産 国 名
製 造 者

用　　語 定　　　　　　義 
対象農産物 
 
 
遺伝子組換え 
農産物 
非遺伝子組換え

組換えＤＮＡ技術（酵素等を用いた切断及び再結合の操作によって、ＤＮＡをつなぎ
合わせた組換えＤＮＡを作製し、それを生細胞に移入し、増殖させる技術。以下同じ。）
を用いて生産された農産物の属する作目であって別表１に掲げるものをいう。 

対象農産物のうち組換えＤＮＡ技術を用いて生産された農産物をいう。 

対象農産物 うち遺伝子組換え農産物 な も を う
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（表示の方法）

第3条　対象農産物を原材料とする加工食品（これを原材料とする加工食品を含む。）

のうち次の各号に掲げるものの表示に際しては、製造業者、加工包装業者又は輸

入業者（販売業者が製造業者、加工包装業者又は輸入業者との合意等により製造

業者、加工包装業者又は輸入業者に代わってその品質に関する表示を行うことと

なっている場合にあっては、当該販売業者）は、加工食品品質表示基準第４条に

規定するもののほか、その容器又は包装に次の各号に規定するところにより、対

象農産物について記載しなければならない。ただし、容器又は包装の面積が

30cm2以下である場合は、この限りでない。

(1) 加工工程後も組み換えられたＤＮＡ又はこれによって生じたたん白質が残存

する加工食品として別表２の左欄に掲げるもの（次号に掲げるものを除く。）

ア 分別生産流通管理が行われたことを確認した遺伝子組換え農産物である別

表2の右欄に掲げる対象農産物を原材料とする場合は、加工食品品質表示基

準第3条第7項の規定にかかわらず、当該原材料名の次に括弧を付して「遺伝

子組換えのものを分別」、「遺伝子組換え」等分別生産流通管理が行われた遺

伝子組換え農産物である旨を記載すること。

イ 生産、流通又は加工のいずれかの段階で遺伝子組換え農産物及び非遺伝子

組換え農産物が分別されていない別表2の右欄に掲げる対象農産物を原材料

とする場合は、加工食品品質表示基準第3条第7項の規定にかかわらず、当該

原材料名の次に括弧を付して「遺伝子組換え不分別」等遺伝子組換え農産物

及び非遺伝子組換え農産物が分別されていない旨を記載すること。

ウ 分別生産流通管理が行われたことを確認した非遺伝子組換え農産物である

別表2の右欄に掲げる対象農産物を原材料とする場合は、当該原材料名を記

載するか、当該原材料が1種類のみである場合には加工食品品質表示基準第3

条第7項の規定により原材料名を省略するか、又は当該原材料名の次に括弧

を付して「遺伝子組換えでないものを分別」、「遺伝子組換えでない」等分別

生産流通管理が行われた非遺伝子組換え農産物である旨を記載すること。

(2) 別表３の左欄に掲げる形質を有する特定遺伝子組換え農産物を含む同表の右

欄に掲げる対象農産物を原材料とする加工食品（これを原材料とする加工食品

を含む。）であって同表の中欄に掲げるもの

ア 特定分別生産流通管理が行われたことを確認した特定遺伝子組換え農産物

である別表3の右欄に掲げる対象農産物を原材料とする場合は、加工食品品

質表示基準第3条第7項の規定にかかわらず、当該原材料名の次に括弧を付し

て「○○○遺伝子組換えのものを分別」、「○○○遺伝子組換え」（○○○は、

同表の左欄に掲げる形質）等特定分別生産流通管理が行われた特定遺伝子組

換え農産物である旨を記載すること。

イ 特定遺伝子組換え農産物及び非特定遺伝子組換え農産物が意図的に混合さ

れた別表3の右欄に掲げる対象農産物を原材料とする場合は、加工食品品質

表示基準第3条第7項の規定にかかわらず、当該原材料名の次に括弧を付して

「○○○遺伝子組換えのものを混合」（○○○は、同表の左欄に掲げる形質）等

特定遺伝子組換え農産物及び非特定遺伝子組換え農産物が意図的に混合され

た農産物である旨を記載すること。この場合において、「○○○遺伝子組換え

のものを混合」等の文字の次に括弧を付して、当該特定遺伝子組換え農産物が

同一の作目に属する対象農産物に占める重量の割合を記載することができる。

2 対象農産物の表示に際しては、販売業者は、生鮮食品品質表示基準第4条に規定

するもののほか、次の各号に規定するところによらなければならない。

(1) 次号に掲げるもの以外の対象農産物

ア 分別生産流通管理が行われたことを確認した遺伝子組換え農産物である対

象農産物の場合は、当該対象農産物の名称の次に括弧を付して「遺伝子組換

えのものを分別」、「遺伝子組換え」等分別生産流通管理が行われた遺伝子組

換え農産物である旨を記載すること。

イ 生産又は流通のいずれかの段階で遺伝子組換え農産物及び非遺伝子組換え

農産物が分別されていない対象農産物の場合は、当該対象農産物の名称の次

に括弧を付して「遺伝子組換え不分別」等遺伝子組換え農産物及び非遺伝子

組換え農産物が分別されていない旨を記載すること。

ウ 分別生産流通管理が行われたことを確認した非遺伝子組換え農産物である

対象農産物の場合は、当該対象農産物の名称を記載するか、又は当該対象農

産物の名称の次に括弧を付して「遺伝子組換えでないものを分別」、「遺伝子

組換えでない」等分別生産流通管理が行われた非遺伝子組換え農産物である

旨を記載すること。

(2) 別表3の左欄に掲げる形質を有する特定遺伝子組換え農産物を含む同表の右

欄に掲げる対象農産物

ア 特定分別生産流通管理が行われたことを確認した特定遺伝子組換え農産物

である別表3の右欄に掲げる対象農産物の場合は、当該対象農産物の名称の

次に括弧を付して「○○○遺伝子組換えのものを分別」、「○○○遺伝子組換

え」（○○○は、同表の左欄に掲げる形質）等特定分別生産流通管理が行われ

た特定遺伝子組換え農産物である旨を記載すること。

イ 特定遺伝子組換え農産物及び非特定遺伝子組換え農産物が意図的に混合さ

れた別表3の右欄に掲げる対象農産物の場合は、当該対象農産物の名称の次

に括弧を付して「○○○遺伝子組換えのものを混合」（○○○は、同表の左欄

に掲げる形質）等特定遺伝子組換え農産物及び非特定遺伝子組換え農産物が

意図的に混合された農産物である旨を記載すること。この場合において、「○

○○遺伝子組換えのものを混合」等の文字の次に括弧を付して、当該特定遺

伝子組換え農産物が同一の作目に属する対象農産物に占める重量の割合を記

載することができる。

3 分別生産流通管理を行ったにもかかわらず、意図せざる遺伝子組換え農産物又

は非遺伝子組換え農産物の一定の混入があった場合においても、第1項第1号ア若

しくはウ又は前項第1号ア若しくはウの確認が適切に行われている場合には、第1

項又は前項の規定の適用については、分別生産流通管理が行われたことを確認し

たものとみなす。

4 特定分別生産流通管理を行ったにもかかわらず、意図せざる特定遺伝子組換え農産

物又は非特定遺伝子組換え農産物の一定の混入があった場合においても、第1項第2号

ア又は第2項第2号アの確認が適切に行われている場合には、第1項又は第2項の規定

の適用については、特定分別生産流通管理が行われたことを確認したものとみなす。

（表示が不要な加工食品）

第4条　別表2及び別表3に掲げる加工食品の原材料のうち、対象農産物又はこれを

原材料とする加工食品であって主な原材料でないものについては、分別生産流通

管理が行われた遺伝子組換え農産物若しくは非遺伝子組換え農産物である旨、遺

伝子組換え農産物及び非遺伝子組換え農産物が分別されていない旨、特定分別生

産流通管理が行われた特定遺伝子組換え農産物である旨又は特定遺伝子組換え農

産物及び非特定遺伝子組換え農産物が意図的に混合された農産物である旨の表示

（以下「遺伝子組換えに関する表示」という。）は不要とする。ただし、これらの

原材料について遺伝子組換えに関する表示を行う場合には、前条第1項、第3項及

び第4項の規定の例によりこれを記載しなければならない。

2 対象農産物を原材料とする加工食品であって別表2及び別表3に掲げる加工食品

以外のものの対象農産物である原材料については、遺伝子組換えに関する表示は

不要とする。ただし、当該原材料について遺伝子組換えに関する表示を行う場合

には、前条第1項及び第3項の規定の例によりこれを記載しなければならない。

（表示禁止事項）

第5条　加工食品品質表示基準第6条及び生鮮食品品質表示基準第6条に規定する表

示禁止事項のほか、組換えＤＮＡ技術を用いて生産された農産物の属する作目以

外の作目及びこれを原材料とする加工食品にあっては、当該農産物に関し遺伝子

組換えでないことを示す用語は、これを表示してはならない。

別表1（第2条関係）

1 大豆（枝豆及び大豆もやしを含む。）

2 とうもろこし

3 ばれいしょ

4 なたね

5 綿実

6 アルファルファ

7 てん菜

別表2（第3条関係）

非遺伝子組換え 
農産物 
特定遺伝子組 
換え農産物 
非特定遺伝子 
組換え農産物 
分別生産流通 
管理 
 
特定分別生産 
流通管理 
 
主な原材料 

対象農産物のうち遺伝子組換え農産物でないものをいう。 

対象農産物のうち組換えＤＮＡ技術を用いて生産されたことにより、組成、栄養価

等が通常の農産物と著しく異なる農産物をいう。 

原材料の重量に占める割合の高い原材料の上位３位までのもので、かつ、原材料の

重量に占める割合が５％以上のものをいう。 

対象農産物のうち特定遺伝子組換え農産物でないものをいう。 

 

遺伝子組換え農産物及び非遺伝子組換え農産物を生産、流通及び加工の各段階で

善良なる管理者の注意をもって分別管理し、その旨を証明する書類により明確に

した管理の方法をいう。 

特定遺伝子組換え農産物及び非特定遺伝子組換え農産物を生産、流通及び加工の

各段階で善良なる管理者の注意をもって分別管理し、その旨を証明する書類によ

り明確にした管理の方法をいう。 

加　工　食　品 対象農産物 

 １ 　豆腐・油揚げ類 
 ２ 　凍豆腐、おから及びゆば 
 ３ 　納豆 
 ４ 　豆乳類 
 ５ 　みそ 
 ６ 　大豆煮豆 
 ７ 　大豆缶詰及び大豆瓶詰 
 ８ 　きな粉 
 ９ 　大豆いり豆 
１０　第１号から第９号までに掲げるものを主な原材料とするもの 
１１　大豆（調理用）を主な原材料とするもの 
１２　大豆粉を主な原材料とするもの 
１３　大豆たん白を主な原材料とするもの 
１４　枝豆を主な原材料とするもの 
１５　大豆もやしを主な原材料とするもの 
１６　コーンスナック菓子 
１７　コーンスターチ 
１８　ポップコーン 
１９　冷凍とうもろこし 
２０　とうもろこし缶詰及びとうもろこし瓶詰 
２１　コーンフラワーを主な原材料とするもの 
２２　コーングリッツを主な原材料とするもの（コーンフレークを除く。） 
２３　とうもろこし（調理用）を主な原材料とするもの 
２４　第１６号から第２０号までに掲げるものを主な原材料とするもの 
２５　冷凍ばれいしょ 
２６　乾燥ばれいしょ 
２７　ばれいしょでん粉 
２８　ポテトスナック菓子 
２９　第２５号から第２８号までに掲げるものを主な原材料とするもの 
３０　ばれいしょ（調理用）を主な原材料とするもの 
３１　アルファルファを主な原材料とするもの 
３２　てん菜（調理用）を主な原材料とするもの 

大豆 
大豆 
大豆 
大豆 
大豆 
大豆 
大豆 
大豆 
大豆 
大豆 
大豆 
大豆 
大豆 
枝豆 
大豆もやし 
とうもろこし 
とうもろこし 
とうもろこし 
とうもろこし 
とうもろこし 
とうもろこし 
とうもろこし 
とうもろこし 
とうもろこし 
ばれいしょ 
ばれいしょ 
ばれいしょ 
ばれいしょ 
ばれいしょ 
ばれいしょ 
アルファルファ 
てん菜 
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別表3（第3条関係）

附　則（平成12年3月31日農林水産省告示第517号）

1 この告示は、農林物資の規格化及び品質表示の適正化に関する法律の一部を改正

する法律（平成11年法律第108号）の施行の日から施行し、平成13年4月1日以後に

製造、加工又は輸入される加工食品及び同日以後に販売される生鮮食品に適用する。

2 別表1及び別表3に掲げる対象農産物並びに別表2及び別表3に掲げる加工食品

については、新たな遺伝子組換え農産物の商品化、遺伝子組換え農産物の流通及

び原料としての使用の実態、組換えられたＤＮＡ及びこれによって生じたたん白

質の除去並びに分解の実態、検出方法の進歩等に関する新たな知見、消費者の関

心等を踏まえ、1年ごとに見直しを行うものとする。

3 前項に規定するもののほか、生鮮食品及び加工食品を生産、製造、流通及び加

工する場合における遺伝子組換え農産物及びこれを原材料とする加工食品の取扱

いの状況、国際的な規格の検討の状況等を踏まえつつ、この告示について必要な

見直しを行うものとする。

附　則（平成13年9月28日農林水産省告示第1335号）

1 この告示は、公布の日から施行する。

2 平成13年12月31日以前に製造、加工又は輸入される加工食品及び同日以前に

販売される生鮮食品の品質に関する表示については、なお従前の例によることが

できる。

附　則（平成14年2月22日農林水産省告示第334号）

1 この告示は、公示の日から施行する。

2 平成14年12月31日以前に製造、加工又は輸入される加工食品の品質に関する

表示については、なお従前の例によることができる。

附　則（平成17年10月11日農林水産省告示第1535号）

この告示は、公布の日から施行する。

附　則（平成18年8月1日農林水産省告示第1051号）

この告示は、公布の日から施行する。

附　則（平成18年11月8日農林水産省告示第1505号）

この告示は、公布の日から施行する。

（密封をしたときに特定物象量を表記すべき特定商品）

第5条　法［計量法＝平成4年5月法律第51号］第13条第1項の政令で定め
る特定商品は、次のとおりとする。
1 別表第1第1号、第2号（1）、第3号、第4号、第5号（2）、第6号（2）、第8号、

第11号、第13号、第14号、第18号から第20号まで、第21号（1）及び第22号か

ら第28号までに掲げるもの

2 別表第1第2号（2）に掲げるもののうち、あん、煮豆、きなこ、ピーナッツ製品

及びはるさめ

3 別表第1第5号（3）に掲げるもの（らっきょう漬以外の小切り又は細刻していな

い漬物を除く。）

4 別表第1第5号（4）に掲げるもののうち、きのこの加工品及び乾燥野菜

5 別表第1第6号（3）に掲げるもののうち、缶詰及び瓶詰、ジャム、マーマレード、

果実バター並びに乾燥果実

6 別表第1第7号に掲げるもののうち、細工もの又はすき間なく直方体状に積み重ね

て包装した角砂糖以外のもの

7 別表第1第9号に掲げるもののうち、破砕し、又は粉砕したもの

8 別表第1第10号に掲げるもののうち、ゆでめん又はむしめん以外のもの

9 別表第1第12号に掲げるもののうち、次に掲げるもの　　　　　　　　　

（1）ビスケット類、米菓及びキャンデー（ナッツ類、クリーム、チョコレート等

をはさみ、入れ、又は付けたものを除くものとし、一個の質量が3グラム未

満のものに限る。）

（2）油菓子（一個の質量が3グラム未満のものに限る。）

（3）水ようかん（くり、ナッツ類等を入れたものを除くものとし、缶入りのもの

に限る。）

（4）プリン及びゼリー（缶入りのものに限る。）

（5）チョコレート（ナッツ類、キャンデー等を入れ、若しくは付けたもの又は細

工ものを除く。）

（6）スナック菓子（ポップコーンを除く。）

10 別表第1第15号に掲げるもののうち、アイスクリーム類以外のもの

11 別表第1第16号（1）に掲げるもののうち、冷凍貝柱及び冷凍えび

12 別表第1第16号（2）に掲げるもののうち、次に掲げるもの

（1）干しかずのこ、たづくり及び素干しえび

（2）煮干しし、又はくん製したもの

（3）冷凍食品（貝、いか及びえびに限る。）

（4）調味加工品（たら又はたいのそぼろ又はでんぶ及びうにの加工品に限る。）

13 別表第1第16号（3）に掲げるもののうち、次に掲げるもの

（1）塩かずのこ、塩たらこ、すじこ、いくら及びキャビア

（2）缶詰、魚肉ハム及び魚肉ソーセージ、節類及び削節類、塩辛製品並びにぬか、

かす等に漬けたもの

14 別表第1第17号に掲げるもののうち、生鮮のもの、冷蔵したもの、干しのり又

はのりの加工品以外のもの

15 別表第1第21号（2）に掲げるもののうち、冷凍食品、チルド食品、レトルトパ

ウチ食品並びに缶詰及び瓶詰

附　則

この政令は、法の施行の日（平成5年11月1日）から施行する。

附　則（平成5年10月6日政令第329号抄）

（施行期日）

第一条　この政令は、法［計量法＝平成4年5月法律第51号］の施行の日（平成5年

11月1日）から施行する。

附　則（平成12年6月7日政令第311号抄）

（施行期日）

第一条　この政令は、内閣法の一部を改正する法律（平成11年法律第88号）の施行

の日（平成13年1月6日）から施行する。

特定商品 

特定商品の販売に係る計量に関する政令（別表1） 
別表第1（第1条－第3条、第5条関係） 

特定物象量 別表第2の表 上限 

 1 　精米及び精麦 
 2 　豆類（未成熟の物を除く。）及びあん、 
　　煮豆その他の豆類の加工品 
　　（1）加工していないもの 
　　（2）加工品 
 3 　米粉、小麦粉その他の粉類 
 4 　でん粉 
 5 　野菜（未成熟の豆類を含む。）及びその加
　　工品（漬物以外の塩蔵野菜を除く。） 
　　（1）生鮮のもの及び冷蔵したもの 
　　（2）缶詰及び瓶詰、トマト加工品並びに野
　　　菜ジュース 
　　（3）漬物（缶詰及び瓶詰を除く。）及び冷
　　　凍食品（加工した野菜を凍結させ、容器
　　　に入れ、又は包装したものに限る。） 
　　（4）（2）又は（3）に掲げるもの以外の加
　　　工品 
 6 　果実及びその加工品（果実飲料原料を除
　　く。） 
　　（1）生鮮のもの及び冷蔵したもの 
　　（2）漬物（缶詰及び瓶詰を除く。）及び冷
　　　凍食品（加工した果実を凍結させ、容器
　　　に入れ、又は包装したものに限る。） 
　　（3）（2）に掲げるもの以外の加工品 
 7 　砂糖 
 8 　茶、コーヒー及びココアの調製品 
 9 　香辛料 
10　めん類 
11　もち、オートミールその他の穀類加工品 
12　菓子類 
13　食肉（鯨肉を除く。）並びにその冷凍品及
　　び加工品 
14　はちみつ 
15　牛乳（脱脂乳を除く。）及び加工乳並びに
　　乳製品（乳酸菌飲料を含む。） 
　　（1）粉乳、バター及びチーズ 
　　（2）（1）に掲げるもの以外のもの 
 
16　魚（魚卵を含む。）、貝、いか、たこその他
　　の水産動物（食用のものに限り、ほ乳類を
　　除く。）並びにその冷凍品及び加工品 
　　（1）生鮮のもの及び冷蔵したもの並びに
　　　冷凍品 
　　（2）乾燥し、又はくん製したもの、冷凍食
　　　品（加工した水産動物を凍結させ、容器
　　　に入れ、又は包装したものに限る。）及
　　　びそぼろ、みりんぼしその他の調味加工
　　　品 
　　（3）（2）に掲げるもの以外の加工品 
17　海藻及びその加工品 
18　食塩、みそ、うま味調味料、風味調味料、カ
　　レールウ、食用植物油脂、ショートニング及
　　びマーガリン類 
19　ソース、めん類等のつゆ、焼肉等のたれ
　　及びスープ 
20　しょうゆ及び食酢 
21　調理食品 
　　（1）即席しるこ及び即席ぜんざい 
　　（2）（1）に掲げるもの以外のもの 
22　清涼飲料の粉末、つくだに、ふりかけ並び
　　にごま塩、洗いごま、すりごま及びいりごま 
23　飲料（医薬用のものを除く。） 
（1）アルコールを含まないもの 
 
（2）アルコールを含むもの 

質量 
 
 
質量 
質量 
質量 
質量 
 
 
質量 
質量又は体積 
 
質量 
 
 
質量 
 
 
 
質量 
質量 
 
 
質量 
質量 
質量 
質量 
質量 
質量 
質量 
質量 
 
質量 
 
 
質量 
質量又は体積 
 
 
 
 
質量 
 
質量 
 
 
 
 
質量 
質量 
質量 
 
 
質量又は体積 
 
体積 
 
質量 
質量 
質量 
 
 
質量又は体積 
 
体積 

25キログラム 
 
 
10キログラム 
5キログラム 
10キログラム 
5キログラム 
 
 
10キログラム 
5キログラム又
は5リットル 
5キログラム 
 
 
5キログラム 
 
 
 
10キログラム 
5キログラム 
 
 
5キログラム 
5キログラム 
5キログラム 
1キログラム 
5キログラム 
5キログラム 
5キログラム 
5キログラム 
 
5キログラム 
 
 
5キログラム 
5キログラム又
は5リットル 
 
 
 
5キログラム 
 
5キログラム 
 
 
 
 
5キログラム 
5キログラム 
5キログラム 
 
 
5キログラム又
は5リットル 
5リットル 
 
1キログラム 
5キログラム 
1キログラム 
 
 
5キログラム又
は5リットル 
5リットル 

省
　
　
　
略 

特定商品の販売に係る計量に関する政令（平成5年7月9日政令第249号）抜すい

形　　質 加　工　食　品 対象農産物 

高オレイン酸 １　大豆を主な原材料とするもの（脱脂されたことにより、 
　左欄に掲げる形質を有しなくなったものを除く。） 
２　第１号に掲げるものを主な原材料とするもの 

大豆 



品質表示基準についてのお問い合わせ 
品質表示基準などに関する疑問点、ご相談などありましたら、下記までお問い合わせください。 

〈独立行政法人 農林水産消費安全技術センター〉 

〈各地方農政局・沖縄総合事務局〉 

〈農林水産省消費・安全局表示・規格課（食品表示・規格監視室）〉 

ホームページ　http://www.famic.go.jp

〒100-8950　東京都千代田区霞が関１－２－１　TEL：03-3502-8111（代）　FAX：03-3502-0594 
ホームページ　http://www.maff.go.jp/soshiki/syokuhin/heya/jasindex.htm

発行／社団法人 日本農林規格協会 
（JAS協会） 

〒103-0025　東京都中央区日本橋茅場町3-5-2　アロマビル5階 
TEL:03-3249-7120　FAX:03-3249-9388 
ホームページ　http://www.jasnet.or.jp

禁無断転載 07.07

独立行政法人　農林水産消費安全技術センターについて 

農林水産消費安全技術センター札幌センター小樽事務所 

農林水産消費安全技術センター仙台センター 

農林水産消費安全技術センター本部 

農林水産消費安全技術センター本部横浜事務所 

農林水産消費安全技術センター名古屋センター 

農林水産消費安全技術センター神戸センター 

農林水産消費安全技術センター神戸センター岡山事務所 

農林水産消費安全技術センター福岡センター門司事務所 

北海道農政事務所消費・安全部表示・規格課

東北農政局消費・安全部表示・規格課 

関東農政局消費・安全部表示・規格課 

北陸農政局消費・安全部表示・規格課 

東海農政局消費・安全部表示・規格課 

近畿農政局消費・安全部表示・規格課 

中国四国農政局消費・安全部表示・規格課 

九州農政局消費・安全部表示・規格課 

沖縄総合事務局農林水産部消費・安全課 

〒047-0007　北海道小樽市港町5－3　小樽港湾合同庁舎 
TEL：0134-33-5969 

〒983-0842　宮城県仙台市宮城野区五輪1－3－15　仙台第3合同庁舎 
TEL：022-293-3931 

〒330-9731　埼玉県さいたま市中央区新都心2－1　さいたま新都心合同庁舎検査棟 
TEL：048-600-2366 

〒231-0003　神奈川県横浜市中区北仲通5－57　横浜第2合同庁舎 
TEL：045-201-7433 

〒460-0001　愛知県名古屋市中区三の丸1－2－2　名古屋農林総合庁舎2号館 
TEL：052-232-2029 

〒651-0082　兵庫県神戸市中央区小野浜町1－4 
TEL：078-331-7663 

〒700-0907　岡山県岡山市下石井1－4－1　岡山第2合同庁舎 
TEL：086-222-6923 

〒801-0841　福岡県北九州市門司区西海岸1－3－10　門司港湾合同庁舎 
TEL：093-321-2663

〒060-0004　北海道札幌市中央区北4条西17－19－6 
TEL：011-642-5490 

〒980-0014　宮城県仙台市青葉区本町3－3－1　仙台合同庁舎 
TEL：022-263-1111（代） 

〒330-9722　埼玉県さいたま市中央区新都心2－1　さいたま新都心合同庁舎第2号館 
TEL：048-600-0600（代） 

〒920-8566　石川県金沢市広坂2－2－60　金沢広坂合同庁舎 
TEL：076-263-2161（代） 

〒460-8516　愛知県名古屋市中区三の丸1－2－2　 
TEL：052-201-7271（代） 

〒602-8054　京都府京都市上京区西洞院通下長者町下ル丁子風呂町 
TEL：075-451-9161（代） 

〒700-8532　岡山県岡山市下石井1－4－1　岡山第2合同庁舎 
TEL：086-224-4511（代） 

〒860-8527　熊本県熊本市二の丸1－2　熊本合同庁舎 
TEL：096-353-3561（代） 

〒900-8530　沖縄県那覇市前島2－21－13ふそうビル3F　沖縄総合事務局西庁舎 
TEL：098-866-0156（代） 

名　　称 

北海道 

青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島 

新潟、茨城、栃木、群馬、埼玉、東京 

神奈川、千葉、山梨、長野、静岡 

岐阜、愛知、三重、富山、石川、福井 

滋賀、京都、兵庫、奈良、和歌山、大阪 

鳥取、島根、岡山、広島、徳島、香川、 
愛媛、高知 

山口、福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、 
宮崎、鹿児島、沖縄 

北海道 

沖縄 

青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島 

茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、東京、 
神奈川、山梨、長野、静岡 

富山、石川、福井、新潟 

愛知、岐阜、三重 

滋賀、京都、兵庫、奈良、和歌山、大阪 

鳥取、島根、岡山、広島、山口、徳島、香川、 
愛媛、高知 

福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、 
鹿児島 

所在地　電話番号 管轄区域（都道府県） 

名　　称 所在地　電話番号 管轄区域（都道府県） 

農林水産消費安全技術センターは、農林水産省の所管する独立行政法人として、ＪＡＳ制度の運営が適正に図られるよう、登録認定機関などに対する指導監督の
ほか、ＪＡＳ規格や品質表示基準に基づく表示が適正になされているかどうかの監視のため、市販品を買い上げての検査などにより点検を行い、必要に応じて事
業者への指導を行っております。また、消費者や事業者からの表示等に関する相談業務を行っております。 

社団法人　日本農林規格協会について 
社団法人 日本農林規格協会は、農林水産省の所管する公益法人として昭和37年12月に設立され、生産業者、消費者に加えて販売業者のご理解とご協力を得
ながら、JAS制度や農林水産業及びこれらの関連産業に関する規格制度の普及促進と充実向上のための諸事業を推進しております。 


